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１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 123,384 2.4 14,825 △1.2 7,186 △9.4

19年３月期 120,450 15.4 15,010 △19.2 7,936 △39.8

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

経常収益
経常利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 23 70 － － 3.9 0.3 12.0

19年３月期 26 26 26 25 4.1 0.4 12.5

(参考)持分法投資損益 20年３月期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産
自己資本比率

(注１)
１株当たり純資産

 連結自己資本比率

 (国内基準)(注２)

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 

20年３月期 3,748,627 174,771 4.4 545 54  (速報値) 10.21

19年３月期 3,717,510 205,687 5.3 648 74 10.71

（参考）自己資本 20年３月期 165,352百万円 19年３月期 196,698百万円

(注１)「自己資本比率」は（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注２)「連結自己資本比率(国内基準)」は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第19号)」に基づき算出してお

ります。

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 △48,508 53,111 △2,193 76,486

19年３月期 △184,370 129,530 19,784 74,045

２．配当の状況

  １株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
19年３月期 3 00 3 50 6 50 1,970 24.8 1.0
20年３月期 3 50 3 50 7 00 2,121 29.5 1.1
21年３月期
（予想） 3 50 3 50 7 00 － 17.2 －

３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期
連結累計期間

57,200 △9.1 10,800 △1.3 5,900 2.9 19 46

通期 116,100 △5.9 21,900 47.7 12,300 71.1 40 58

－ 1 －



４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び22ページ「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 303,768,975株 19年３月期 303,768,975株

②　期末自己株式数 20年３月期 675,153株 19年３月期 567,908株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、40ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 91,569 11.5 13,083 6.5 6,954 △8.2

19年３月期 82,068 12.4 12,274 △23.6 7,579 △41.0

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 22 94 － －

19年３月期 25 08 25 06

(2）個別財政状態

総資産 純資産
自己資本比率

(注１)
１株当たり
純資産

単体自己資本比率
(国内基準)(注２)

百万円 百万円 ％ 円 銭 % 

20年３月期 3,674,183 162,986 4.4 537 74  (速報値) 9.91

19年３月期 3,645,358 194,496 5.3 641 48 10.41

（参考）自己資本 20年３月期 162,986百万円 19年３月期 194,496百万円

(注１)「自己資本比率」は期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注２)「単体自己資本比率(国内基準)」は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第19号)」に基づき算出してお

ります。

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期
累計期間

43,700 △7.3 9,400 △7.8 5,800 3.2 19 13

通期 88,200 △3.6 19,900 52.1 12,100 74.0 39 92

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在当行が入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

  前提については、３ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績
(１)経営成績に関する分析

Ａ．連結ベースの業績

当期の日本経済は、アジア・欧州向け輸出の増加や雇用情勢の回復等により、総じて緩やかな景気回復基調が続

きました。しかしながら、7月半ばから表面化した米国のサブプライムローン問題に端を発する金融資本市場の混乱

や原油をはじめとする素材価格の高騰等により、今後の日本経済の先行きに対する不透明感が広がりました。

東海地方の経済におきましては、主力産業である自動車及び電気機械関連の生産が、好調な輸出を背景に引き続

き高水準で推移し、個人消費についても良好な雇用情勢を背景に底堅い動きが続きましたが、当期末にかけての急

激な円高の進展や原油高・原材料価格の高騰等により、好況な地域経済にも減速感が見え始めました。

このような経済環境のもと、当行グループ全体で、積極的な営業を展開するとともに、資金の効率的な運用・調

達並びに経営全般にわたる合理化に努めました結果、連結ベースの経営成績は次のとおりとなりました。

当行グループの連結経常収益は当行の資金運用収益を中心に前年度比29億34百万円増加して1,233億84百万円とな

りました。資金運用収益の増益要因は主として貸出金の増加及び貸出金利回りの改善によるものであります。

また、連結経常費用は資金調達費用の増加を中心に前年度比31億20百万円増加して1,085億59百万円となりました。

資金調達費用は預金利回りの上昇による預金利息の増加を主因としております。このほか、保有有価証券の減損処

理による有価証券評価損を計上したことにより、連結ベースの経常利益は前年度比１億85百万円減益の148億25百万

円となりました。また、連結当期純利益は前年度に比べ７億50百万円減少し、71億86百万円となりました。

これにより、当年度の１株当たり連結当期純利益は23円70銭となりました。

つぎに事業別セグメントの状況は、銀行業での経常収益は前年度比95億１百万円増加し、915億69百万円、経常費用

は前年度比86億91百万円増加し、784億85百万円となりました。これにより、銀行業の経常利益は前年度比８億９百

万円増加し、130億83百万円となりました。

また、リース業の経常利益は前年度比12億72百万円減少して４億５百万円、その他事業の経常利益は前年度比２

億６百万円増加し、13億57百万円となりました。

Ｂ．次期の業績見通し

当行グループの平成20年度の通期の業績見通しに関しましては、経常収益1,161億円、経常利益219億円、当期純

利益123億円を予想しております。また、中間期につきましては、経常収益572億円、経常利益108億円、中間純利益

59億円を予想しております。

このうち当行単体では、平成21年３月期の経常収益は882億円、経常利益199億円、当期純利益121億円を見込んで

おります。

(２)財政状態に関する分析

Ａ．資産、負債等の状況

当行グループの平成20年３月末の資産は、当行の貸出金を中心に、前年度末に比べ311億円増加し、３兆7,486億

円となりました。負債につきましては、当行の預金を中心に、前年度末に比べ620億円増加し、３兆5,738億円とな

りました。

グループの中核である大垣共立銀行の主要勘定は以下のとおりです。

[貸出金]

地元企業の資金需要や個人のお客さまのニーズに積極的にお応えしてまいりました結果、住宅ローンを中心とす

る個人向け貸出は前年度末比790億円の増加となりました。この結果、貸出金は前年度末比1,343億円増加して２兆

5,499億円となりました。

[預金等]

預金は個人の定期性預金を中心に前年度末比718億円増加し、３兆3,089億円となりました。また、譲渡性預金は

前年度末比35億円増加し、319億円となりました。

[有価証券]

有価証券は、市場動向に応じた運用管理に努めました結果、前年度末比1,193億円減少し、8,653億円となりまし

た。

Ｂ．連結キャッシュ・フローの状況

当年度の連結キャッシュ・フローにつきましては次のとおりとなりました。

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、預金等の増加による資金流入があったものの、貸出金の増

加等による資金流出が大きく485億円の資金流出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、

資金の効率運用として有価証券の売却及び償還による資金流入が、取得による資金流出を上回ったことから、531億
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円の資金流入となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払等により21

億円の資金流出となりました。以上により、現金同等物当期末残高は前年度に比べ24億円増加して764億円となりま

した。

Ｃ．自己資本比率

自己資本比率（国内基準）（速報値）は、連結ベースで10.21％、単体ベースで9.91％となりました。

(３)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当行は、経営の健全性の維持・内部留保による財務体質の強化を図りつつ、株主の皆さまへ安定的な配当を実施す

ることを利益配分の基本的な方針としております。

当期につきましては、この基本方針に則り、当期の業績及び今後の見通し等を踏まえ、１株当たりの期末配当金を

３円50銭とさせていただきました。これにより、当期の年間配当金は1株当たり７円を予定しております。

また、次期の１株当たり配当金につきましては、中間配当金３円50銭、期末配当金３円50銭の年間７円を予定して

おります。

(４)事業等のリスク

当行及び当行グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる

主な事項を記載しております。

Ａ．信用リスク

Ｂ．市場リスク

Ｃ．流動性リスク

Ｄ．オペレーショナル・リスク

Ｅ．その他のリスク

ａ．事業展開が奏功しないリスク

ｂ．自己資本比率に関するリスク

ｃ．情報漏えいに係るリスク

ｄ．規制・制度改正リスク

ｅ．法令等遵守（コンプライアンス）に係るリスク

ｆ．金融犯罪に係るリスク

ｇ．風説・風評の発生に係るリスク

ｈ．自然災害発生に係るリスク

ｉ．格付低下によるリスク

ｊ．減損会計によるリスク
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２．企業集団の状況
（１）企業集団の事業の内容　

　   当行グループは、当行、連結子会社９社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務のほか、クレジットカード業 

 　務などの金融サービスに係る事業を行っております。グループ会社とのネットワークを通じて、皆様のご要望に的確

　 にお応えできるよう充実した総合金融サービスを提供することで、地域の皆様のお役に立ちたいと考えております。

 　　当行グループの事業に係る位置づけは次のとおりです。

 　（銀行業務）

 　　　当行は、本支店115か店、出張所29か店(平成20年５月16日現在)において、預金業務、貸出業務、内国・外国為替

 　　業務、国債・投資信託及び保険の窓販、社債の受託及び登録業務等を営み、地域のお客様にフィットした様々な金

 　　融商品・金融サービスをお届けしております。また、有価証券投資業務を行い、より効率的な資金運用に努めてお

 　　ります。

 　　　ニューヨーク・香港及び上海駐在員事務所においては、海外に進出もしくは進出を計画されているお客さまのた

 　　めに、現地状況の情報収集・提供等を行っております。

 　（リース業務）

 　　　共友リース株式会社において、リース業務を行い、地域のお客さまのニーズに積極的にお応えしております。

 　（その他業務）

 　　　そのほか、コンピュータ関連業務、シンクタンク業務、信用保証業務、クレジットカード業務及びベンチャー

 　　キャピタル業務を行い、地域のお客さまのニーズに応えるとともに、様々な金融商品・金融サービスを提供してお

 　　ります。

 　　　また、銀行事務の受託・集中処理業務、現金等の精査・整理業務、機器の保守・管理業務、帳票等の管理業務、

 　　文書作成等業務及び不動産担保調査・評価業務を行う子会社を通じて業務の効率化を図っております。

 

 　以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

  

お

客

さ

ま 

金

融

商

品

・

金

融

サ

ー

ビ

ス

の

提
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〔銀行業務〕当行 

株式会社 大垣共立銀行 本支店115か店、出張所29か店 海外駐在員事務所３か所 

〔その他業務〕連結子会社 ８社 

〔リース業務〕連結子会社 １社 

共 友 リ ー ス ㈱ 

（従属業務） 

共立ビジネスサービス㈱ 

共 立 不 動 産 調 査 ㈱ 

共 立 文 書 代 行 ㈱ 

（金融関連業務） 

共立コンピューターサービス㈱ 

共 立 ク レ ジ ッ ト ㈱ 

㈱ 共 立 総 合 研 究 所 共 立 信 用 保 証 ㈱ 

共 立 キ ャ ピ タ ル ㈱ 
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 (２)関係会社の状況

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業の内
容

議決権の
所有（又
は被所
有）割合
（％）

当行との関係内容

役員の
兼任等
（人）

資金援助 営業上の取引
設備の賃
貸借

業務提携

（連結子会社）

共友リース株式会社
名古屋市

中村区
120 リース業

85.2

(80.2)

7

(2)
－

リース取引関係

金銭貸借関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

共立コンピューター

サービス株式会社

岐阜県

大垣市
45

コンピュータ関

連業務

80.7

(75.7)

6

(0)
－

事務受託関係

金銭貸借関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

株式会社共立総合研

究所
　〃 50

シンクタンク業

務

85.5

(80.5)

5

(1)
－

事務受託関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

共立信用保証株式会

社
　〃 90 信用保証業務

70.1

(65.1)

4

(0)
－

事務受託関係

預金取引関係
　 － －

共立クレジット株式

会社
　〃 30

クレジットカー

ド業務

76.6

(71.6)

4

(1)
－

金銭貸借関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

共立キャピタル株式

会社
　〃 80

ベンチャーキャ

ピタル業務

70.0

(65.0)

3

(2)
－

事務受託関係

金銭貸借関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

共立ビジネスサービ

ス株式会社
　〃 20

銀行事務の受

託・集中処理業

務、現金等の精

査整理業務、Ａ

ＴＭ保守管理業

務等

100.0
4

(0)
－

事務受託関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

共立文書代行株式会

社
　〃 10

書類作成・保管

業務等
100.0

4

(0)
－

事務受託関係

預金取引関係

当行より

建物の一

部を賃借

－

共立不動産調査株式

会社
　〃 10

不動産担保物件

の調査・評価業

務

100.0
4

(1)
－

事務受託関係

金銭貸借関係

預金取引関係

－ －

　（注）１．上記関係会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。

２．上記関係会社のうち、有価証券報告書（又は有価証券届出書）を提出している会社に該当するものはありま

せん。

３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（　）内は子会社による間接所有の割合（内書き）であります。

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（　）内は、当行の役員（内書き）であります。

５．共友リース株式会社については、経常収益（連結会社相互間の内部経常収益を除く。）の連結経常収益に占

める割合が100分の10を超えておりますが、事業の種類別セグメントの経常収益に占める当該連結子会社の経常

収益（セグメント間の内部経常収益又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため、主要な損益情

報等の記載を省略しております。
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３．経営方針
(１）会社の経営の基本方針

当行は、「地域に愛され、親しまれ、信頼される銀行」を基本理念に掲げ、地域社会の発展に貢献していくことを

何にもまして重要な社会的使命としてまいりました。

今後も、今日まで積み上げてきた地域社会との密接な繋がりを礎として、お客様のニーズに的確かつ迅速にお応え

できるようサービス金融の提供に努めてまいります。また、地域と共に歩む銀行として地域社会の発展に貢献してい

くとともに、株主ならびに投資家の皆さまにとって魅力ある企業集団を目指してまいります。

(２）中長期的な会社の経営戦略

当行は、平成19年４月より２ヵ年の新たな中期経営計画「ＴＨＥ　ＮＥＸＴ」（平成19年４月～21年３月）をス

タートさせております。本計画では、今日まで当行が取組み、そして、高い評価を得てきたお客さま目線の経営を、

当行の強みとしてさらに進化させていくとともに、「CHALLENGE　収益パワーアップ」をスローガンに、経営の重要

課題である強固な収益体質の構築に強力に取り組んでいく方針であります。その実現のために以下の6つの基本戦略

を掲げ、これらの施策を積極的に展開していくことで、次代の大垣共立銀行の創造に向けた新たなるステージへの飛

躍を目指しております。

Ａ．トップラインの収益力強化　　　　　  

ａ．適切なリスクテイクによる資金利益の拡大

ｂ．預り資産増強を軸とした非金利収益の拡大

Ｂ．地域特性を踏まえた経営資源の戦略配分

ａ．愛知県マーケット戦略

ｂ．岐阜県マーケット戦略

Ｃ．顧客重視のビジネスモデル確立

ａ．顧客目線に立った商品・サービスの追求

ｂ．次世代システム基盤の構築

Ｄ．ＣＳＲへのさらなる取組強化

Ｅ．生産性高い組織態勢の構築 

ａ．営業店事務ＢＰＲの推進

ｂ．人材マネジメント戦略

Ｆ．攻めの経営を支える経営管理機能の強化

(３）目標とする経営指標

中期経営計画「ＴＨＥ　ＮＥＸＴ」では、本計画の成果を明確かつ客観的に示す指標として、以下の５項目の計数

目標を設定し、計画の最終年度である平成21年３月期での達成を目指してまいります。

平成20年３月期
実績 

平成21年３月期
目標 

当期純利益  69億円  140億円以上

コアＯＨＲ  69.45％  65％程度

連結自己資本比率  10.21％  10％台後半

貸出金残高
（うち、個人ローン残高）

 25,499億円

  （8,147億円）

 26,000億円以上

  （8,300億円以上）

 預金及び預り資産残高
（うち、預り資産残高）

 40,475億円

　（7,385億円）

 43,700億円以上

 （10,200億円以上）

※コアＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益

※預り資産残高＝公共債・投資信託・生命保険の合計額

(４）会社の対処すべき課題

中期経営計画「ＴＨＥ ＮＥＸＴ」に則り、お客さまの視点に立った金融商品・金融サービスの充実により、お客

さま満足度の一層の向上を図ることに加えて、適切なリスクテイクによる資金利益と預り資産増強を軸とした非金利

収益の拡大及び経営資源の戦略的投下により、経営の喫緊の課題である強固な収益体質の構築に重点的に取り組んで

まいります。

また、地域における揺るぎない信頼の確立に向けて、コンプライアンス態勢、リスク管理態勢の強化等による内部

統制の充実や環境問題への取組み、社会貢献活動を柱としたＣＳＲ活動を積極的に推進しております。

金融商品取引法の施行をはじめ、ゆうちょ銀行の誕生等、金融業界を取り巻く環境は、大きな構造変化を迎えており、

今後も、こうした状況に対し、当行グループとして的確に対応してまいります。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）

現金預け金 ※７ 101,223 2.72 103,397 2.76 2,174

コールローン及び買入手形 51,152 1.38 60,222 1.61 9,070

買入金銭債権 5,785 0.15 4,535 0.12 △1,250

商品有価証券 ※７ 3,758 0.10 2,883 0.08 △875

有価証券
※1,7

14
990,498 26.64 870,585 23.22 △119,913

貸出金 ※2,3
4,5
6,8

2,409,202 64.81 2,543,788 67.86 134,586

外国為替 ※6,7 4,233 0.11 3,476 0.09 △757

その他資産 ※７ 54,652 1.47 59,572 1.59 4,920

 有形固定資産 ※10,11 94,472 2.54 96,637 2.58 2,165

 建物  10,165  9,903   

 土地 ※９ 22,619  22,922   

 建設仮勘定  －  144   

 その他の有形固定資産 61,687  63,665   

 無形固定資産  2,852 0.08 2,644 0.07 △208

 ソフトウェア  1,943  1,799   

 その他の無形固定資産  908  845   

繰延税金資産 2,111 0.06 6,196 0.16 4,085

支払承諾見返 ※14 40,874 1.10 36,956 0.98 △3,918

貸倒引当金 △43,296 △1.16 △42,240 △1.12 1,056

投資損失引当金 △8 △0.00 △29 △0.00 △21

資産の部合計 3,717,510 100.00 3,748,627 100.00 31,117
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）

預金 ※７ 3,219,368 86.60 3,293,264 87.85 73,896

譲渡性預金 27,980 0.75 31,562 0.84 3,582

コールマネー及び売渡手形 12,463 0.34 3,967 0.11 △8,496

債券貸借取引受入担保金 ※７ 31,092 0.84 29,401 0.78 △1,691

借用金 ※7,12 87,349 2.35 87,804 2.34 455

外国為替 433 0.01 593 0.02 160

社債 ※13 20,000 0.54 20,000 0.53 －

その他負債 43,701 1.18 59,001 1.57 15,300

賞与引当金 1,633 0.04 1,710 0.05 77

役員賞与引当金 34 0.00 38 0.00 4

退職給付引当金 4,907 0.13 4,961 0.13 54

役員退職慰労引当金 － － 588 0.02 588

睡眠預金払戻損失引当金 － － 239 0.01 239

繰延税金負債 18,207 0.49 － － △18,207

再評価に係る繰延税金負債 ※９ 3,775 0.10 3,766 0.10 △9

支払承諾 ※7,14 40,874 1.10 36,956 0.99 △3,918

負債の部合計 3,511,822 94.47 3,573,856 95.34 62,034

（純資産の部）       

資本金  27,971 0.75 27,971 0.74 －

資本剰余金  17,233 0.46 17,233 0.46 0

利益剰余金  90,026 2.42 95,104 2.54 5,078

自己株式  △325 △0.01 △391 △0.01 △66

株主資本合計  134,905 3.62 139,918 3.73 5,013

その他有価証券評価差額金  59,282 1.60 23,384 0.62 △35,898

繰延ヘッジ損益  △458 △0.01 △905 △0.02 △447

土地再評価差額金 ※９ 2,968 0.08 2,954 0.08 △14

評価・換算差額等合計  61,792 1.67 25,434 0.68 △36,358

少数株主持分  8,989 0.24 9,419 0.25 430

純資産の部合計  205,687 5.53 174,771 4.66 △30,916

負債及び純資産の部合計  3,717,510 100.00 3,748,627 100.00 31,117
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

経常収益 120,450 100.00 123,384 100.00 2,934

資金運用収益 58,353 67,236 8,883

貸出金利息 41,671 48,240 6,569

有価証券利息配当金 15,282 15,630 348

コールローン利息及び買入手
形利息

781 2,091 1,310

預け金利息 400 967 567

その他の受入利息 217 306 89

役務取引等収益 18,509 18,146 △363

その他業務収益 2,833 3,784 951

その他経常収益 ※１ 40,753 34,216 △6,537

経常費用 105,439 87.54 108,559 87.98 3,120

資金調達費用 10,921 16,792 5,871

預金利息 4,181 9,381 5,200

譲渡性預金利息 64 188 124

コールマネー利息及び売渡手
形利息

576 723 147

債券貸借取引支払利息 2,069 1,539 △530

借用金利息 1,474 1,513 39

 社債利息 136 383 247

その他の支払利息 2,417 3,063 646

役務取引等費用 6,794 6,333 △461

その他業務費用 6,454 4,772 △1,682

営業経費 40,481 42,179 1,698

その他経常費用 40,788 38,481 △2,307

貸倒引当金繰入額 4,672 5,697 1,025

その他の経常費用 ※２ 36,115 32,784 △3,331

経常利益 15,010 12.46 14,825 12.02 △185

特別利益 437 0.36 227 0.18 △210

 固定資産処分益 4 44 40

償却債権取立益 12 16 4

貸倒引当金戻入益 310 19 △291

 移転補償金収入 98 132 34

その他の特別利益  11 14 3

特別損失 173 0.14 1,192 0.97 1,019

 固定資産処分損 116 349 233

減損損失 ※３ 56 107 51

役員退職慰労引当金繰入額  － 526 526

睡眠預金払戻損失引当金繰入額  － 206 206

その他の特別損失  0 2 2

税金等調整前当期純利益 15,274 12.68 13,860 11.23 △1,414

法人税、住民税及び事業税 2,696 2.24 6,208 5.03 3,512

法人税等調整額 3,201 2.66 △267 △0.22 △3,468

少数株主利益 1,440 1.19 732 0.59 △708

当期純利益 7,936 6.59 7,186 5.83 △750
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

26,985 16,255 84,464 △369 127,336

連結会計年度中の変動額

新株の発行 985 980 － － 1,966

 剰余金の配当(注) － － △1,376 － △1,376

 剰余金の配当 － － △909 － △909

 役員賞与(注) － － △33 － △33

当期純利益 － － 7,936 － 7,936

 自己株式の取得 － － － △37 △37

自己株式の処分 － △3 － 81 78

土地再評価差額金の取崩 － － △54 － △54

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

985 977 5,561 44 7,569

平成19年３月31日　残高
（百万円）

27,971 17,233 90,026 △325 134,905

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

55,610 － 2,914 58,524 7,327 193,188

連結会計年度中の変動額

新株の発行 － － － － － 1,966

剰余金の配当(注) － － － － － △1,376

 剰余金の配当 － － － － － △909

 役員賞与(注) － － － － － △33

当期純利益 － － － － － 7,936

 自己株式の取得 － － － － － △37

自己株式の処分 － － － － － 78

土地再評価差額金の取崩 － － － － － △54

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

3,671 △458 54 3,268 1,662 4,930

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

3,671 △458 54 3,268 1,662 12,499

平成19年３月31日　残高
（百万円）

59,282 △458 2,968 61,792 8,989 205,687

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

27,971 17,233 90,026 △325 134,905

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △2,122 － △2,122

当期純利益 － － 7,186 － 7,186

 自己株式の取得 － － － △71 △71

自己株式の処分 － 0 － 5 5

土地再評価差額金の取崩 － － 13 － 13

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 0 5,078 △65 5,012

平成20年３月31日　残高
（百万円）

27,971 17,233 95,104 △391 139,918

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

59,282 △458 2,968 61,792 8,989 205,687

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △2,122

当期純利益 － － － － － 7,186

 自己株式の取得 － － － － － △71

自己株式の処分 － － － － － 5

土地再評価差額金の取崩 － － － － － 13

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△35,897 △447 △13 △36,358 429 △35,928

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△35,897 △447 △13 △36,358 429 △30,916

平成20年３月31日　残高
（百万円）

23,384 △905 2,954 25,434 9,419 174,771
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 15,274 13,860 △1,414

減価償却費 20,146 21,173 1,027

 減損損失 56 107 51

のれん償却額 12 0 △12

貸倒引当金の増加額 △10,710 △954 9,756

投資損失引当金の増加額 △101 21 122

賞与引当金の増加額 46 76 30

役員賞与引当金の増加額 34 3 △31

退職給付引当金の増加額 0 53 53

役員退職慰労引当金の増加額 － 588 588

睡眠預金払戻損失引当金の増加額 － 239 239

資金運用収益 △58,353 △67,236 △8,883

資金調達費用 10,921 16,792 5,871

有価証券関係損益（△） △1,779 946 2,725

 固定資産処分損益（△） 111 202 91

商品有価証券の純増（△）減 △247 874 1,121

貸出金の純増（△）減 △140,969 △134,635 6,334

預金の純増減（△） 75,967 73,895 △2,072

譲渡性預金の純増減(△) △12,279 3,582 15,861

借用金（劣後特約付借入金を除く）の
純増減(△)

1,556 454 △1,102

預け金（日銀預け金を除く）の純増
(△)減

△13,004 265 13,269

コールローン等の純増（△）減 △51,223 △7,820 43,403

コールマネー等の純増減（△） △14,286 △8,495 5,791

債券貸借取引受入担保金の純増減
（△）

△18,930 △1,690 17,240

外国為替（資産）の純増（△）減 △219 756 975

外国為替（負債）の純増減（△） △69 160 229

資金運用による収入 58,416 68,647 10,231

資金調達による支出 △8,998 △14,865 △5,867

リース資産の純増(△)減 △19,676 △20,251 △575

その他 △14,341 7,824 22,165

小計 △182,651 △45,422 137,229

法人税等の支払額 △1,719 △3,086 △1,367

営業活動によるキャッシュ・フロー △184,370 △48,508 135,862
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △899,633 △302,570 597,063

有価証券の売却による収入 885,622 240,714 △644,908

有価証券の償還による収入 146,386 117,808 △28,578

 有形固定資産の取得による支出 △1,631 △2,773 △1,142

 有形固定資産の売却による収入 43 125 82

 無形固定資産の取得による支出 △1,257 △423 834

 無形固定資産の売却による収入 － 108 108

 その他 － 123 123

投資活動によるキャッシュ・フロー 129,530 53,111 △76,419

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入による収入 7,000 4,000 △3,000

劣後特約付借入金の返済による支出 △7,000 △4,000 3,000

 劣後特約付社債の発行による収入 20,000 － △20,000

株式の発行による収入 1,966 － △1,966

配当金支払額 △2,286 △2,122 164

少数株主への配当金支払額 △5 △5 －

自己株式の取得による支出 △37 △71 △34

自己株式の売却による収入 147 5 △142

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,784 △2,193 △21,977

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 31 38

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 △35,063 2,440 37,503

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 109,108 74,045 △35,063

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 74,045 76,486 2,441
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社　　 9社

　主要な連結子会社名は、「２．企業集

団の状況(２)関係会社の状況」に記載し

ているため省略しました。

(1）連結子会社　　 9社

同左

(2）非連結子会社

共立ぎふサクセスファンド投資事業有

限責任組合

岐阜県－共立ベンチャーサポート投資

事業組合

非連結子会社は、その資産、経常収

益、当期純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金（持分に見合う額）及び繰

延ヘッジ損益（持分に見合う額）等か

らみて、連結の範囲から除いても企業

集団の財政状態及び経営成績に関する

合理的な判断を妨げない程度に重要性

が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。

(2）非連結子会社

同左

 

 

 

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。

(1）持分法適用の非連結子会社

同左

(2）持分法適用の関連会社

　該当ありません。

(2）持分法適用の関連会社

同左

(3）持分法非適用の非連結子会社

共立ぎふサクセスファンド投資事業有

限責任組合

岐阜県－共立ベンチャーサポート投資

事業組合

(3）持分法非適用の非連結子会社

同左

(4）持分法非適用の関連会社

該当ありません。

持分法非適用の非連結子会社は、当

期純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッ

ジ損益（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸

表に重要な影響を与えないため、持分

法の対象から除いております。

(4）持分法非適用の関連会社

同左

 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は次のとおりであり

ます。

３月末日　　９社

同左

 

４．会計処理基準に関する事

項

(1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却

原価は移動平均法により算定）により

行っております。

　連結子会社は商品有価証券を保有して

おりません。

(1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債

券については移動平均法による償却原価

法（定額法）、その他有価証券のうち時

価のあるものについては、連結決算日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価は

主として移動平均法により算定）、時価

のないものについては、移動平均法によ

る原価法又は償却原価法により行ってお

ります。

なお、その他有価証券の評価差額につ

いては、全部純資産直入法により処理し

ております。 

(2）有価証券の評価基準及び評価方法

同左

 

(3）デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法に

より行っております。

(3）デリバティブ取引の評価基準及び評価

方法

同左

(4）減価償却の方法

①　有形固定資産

　当行の有形固定資産は、定率法を採

用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　３年～60年 

 動産　２年～20年

連結子会社の有形固定資産について

は、当行と同じ方法で償却しておりま

すが、一部の連結子会社の有形固定資

産については、定額法により償却して

おります。 

 また、リース資産については、リー

ス期間を償却年数とする定額法により

償却しております。

(4）減価償却の方法

①　有形固定資産

　当行の有形固定資産は、定率法を採

用しております。

 また、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　３年～60年 

 動産　２年～20年

連結子会社の有形固定資産について

は、当行と同じ方法で償却しておりま

すが、一部の連結子会社の有形固定資

産については、定額法により償却して

おります。 

 また、リース資産については、リー

ス期間を償却年数とする定額法により

償却しております。

(会計方針の変更) 

平成19年度税制改正に伴い、平成19年

４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく償

却方法により減価償却費を計上しており

ます。この変更により、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、従来の方法に

よった場合に比べ100百万円減少してお

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(追加情報)

当連結会計年度より、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額に達した連結会計年

度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５

年間で均等償却しております。なお、こ

れによる連結貸借対照表等に与える影響

は軽微であります。 
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

②　無形固定資産

　無形固定資産の減価償却は、定額法

により償却しております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、当行

及び連結子会社で定める利用可能期間

（主として５年）に基づく定額法によ

り償却しております。

　なお、一部の連結子会社で市場販売

目的のソフトウェアについて、会社で

定める有効期間に基づく定額法により

償却しております。

②　無形固定資産

　無形固定資産は、定額法により償却

しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、当行及び連結子

会社で定める利用可能期間（主として

５年）に基づく定額法により償却して

おります。

　なお、一部の連結子会社で市場販売

目的のソフトウェアについて、会社で

定める有効期間に基づく定額法により

償却しております。

(5）繰延資産の処理方法

株式交付費は資産として計上し、３

年間の均等償却を行っております。

社債発行費は社債の償還期間にわた

り定額法により償却しております。

(5）繰延資産の処理方法

同左

 

(6）貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている

償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び

実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署の協力の下に資

産査定部署が資産査定を実施しており、

その査定結果により上記の引当を行って

おります。

　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権

については過去の貸倒実績率等を勘案し

て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

き当てております。

(6）貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている

償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び

実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しており、その査定

結果により上記の引当を行っております。

　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権

については過去の貸倒実績率等を勘案し

て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

き当てております。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(7）投資損失引当金の計上基準

　当行の投資損失引当金は、投資に対す

る損失に備えるため、有価証券の発行会

社の財政状態等を勘案して必要と認めら

れる額を計上しております。

(7）投資損失引当金の計上基準

同左

(8）賞与引当金の計上基準

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払

いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。

(8）賞与引当金の計上基準

同左

 (9)役員賞与引当金の計上基準

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。

(会計方針の変更) 

従来、役員賞与は利益処分により支給

時に未処分利益の減少として処理してお

りましたが、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号平成17年11月

29日）が会社法施行日以後終了する事業

年度から適用されることになったことに

伴い、当連結会計年度から同会計基準を

適用し、役員に対する賞与を費用として

処理することとし、その支給見込額のう

ち、当連結会計年度に帰属する額を役員

賞与引当金として計上しております。こ

れにより、従来の方法に比べ営業経費は

34百万円増加し、税金等調整前当期純利

益は34百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

 (9)役員賞与引当金の計上基準

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当連結会計年度に帰

属する額を計上しております。

 

 

 

(10)退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、必要額を計上しております。ま

た、過去勤務債務及び数理計算上の差異

の損益処理方法は以下のとおりでありま

す。

(10)退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、必要額を計上しております。ま

た、過去勤務債務及び数理計算上の差異

の損益処理方法は以下のとおりでありま

す。

過去勤務債務　　：その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５

年）による定額法に

より損益処理

過去勤務債務　　：その発生時の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５

年）による定額法に

より損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数（15年）

による定額法により

按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会

計年度から損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数（14年）

による定額法により

按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会

計年度から損益処理
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 

 

 

(追加情報) 

従来、当行は数理計算上の差異の損益

処理年数を15年としておりましたが、従

業員の平均残存勤務期間が短くなったた

め、14年に変更しております。

 

────

 

(11)役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員への退職

慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当

連結会計年度末までに発生していると認

められた額を計上しております。

(会計方針の変更) 

従来、役員退職慰労金は、支出時に費

用処理しておりましたが、「租税特別措

置法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」(日本公認会計

士協会監査・保証実務委員会報告第42号

平成19年４月13日)が平成19年４月１日

以後開始する連結会計年度から適用され

ることに伴い、当連結会計年度から同報

告を適用しております。これにより、従

来の方法に比べ、営業経費は73百万円、

特別損失は526百万円増加し、経常利益

は73百万円、税金等調整前当期純利益は

600百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

 

────

 

(12)睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

睡眠預金払戻損失引当金は、睡眠預金

の預金者による払戻請求に備えるため、

過去の払戻実績に基づく支払実績等を勘

案して将来の払戻請求に基づく支払見積

額を計上しております。 

(会計方針の変更) 

従来、一定の要件を満たす睡眠預金に

ついては、負債計上を中止し利益計上す

るとともに、当該睡眠預金の預金者によ

る払戻請求に基づく支出時に費用処理し

ておりましたが、「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」(日本公認会計士協会監

査・保証実務委員会報告第42号平成19年

４月13日)が平成19年４月１日以後開始

する連結会計年度から適用されることに

伴い、当連結会計年度から同報告を適用

しております。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 これにより、従来の方法に比べ、経常

利益は32百万円、税金等調整前当期純利

益は239百万円それぞれ減少しておりま

す。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(13)外貨建資産・負債の換算基準

　当行の外貨建資産・負債は、連結決算

日の為替相場による円換算額を付してお

ります。

　連結子会社の外貨建資産・負債は、そ

れぞれの決算日等の為替相場により換算

しております。

(13)外貨建資産・負債の換算基準

　同左

(14)リース取引の処理方法

　当行及び連結子会社のリース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。

(14)リース取引の処理方法

　同左

(15)重要なヘッジ会計の方法

(イ)金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利

リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第24号。以下「業種別監査委員会報

告第24号」という。）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価の方法については、キャッシュ・フ

ローを固定するヘッジについて、ヘッジ

対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関

関係の検証により行っております。

　また、当連結会計年度末の連結貸借対

照表に計上している繰延ヘッジ損益のう

ち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、

「マクロヘッジ」で指定したそれぞれの

ヘッジ手段の平均残存期間に応じ平成15

年度から10年間にわたって資金調達費用

として期間配分しております。

(15)重要なヘッジ会計の方法

(イ)金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利

リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第24号。以下「業種別監査委員会報

告第24号」という。）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価は、キャッシュ・フローを固定する

ヘッジについて、ヘッジ対象とヘッジ手

段の金利変動要素の相関関係の検証によ

り行っております。

　また、当連結会計年度末の連結貸借対

照表に計上している繰延ヘッジ損益のう

ち、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第15号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、

「マクロヘッジ」で指定したそれぞれの

ヘッジ手段の平均残存期間に応じ平成15

年度から10年間にわたって資金調達費用

として期間配分しております。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　なお、当連結会計年度末における「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は

629百万円（税効果額控除前）でありま

す。

　なお、当連結会計年度末における「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は

321百万円（税効果額控除前）でありま

す。

　なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。

　なお、一部の資産・負債については、

金利スワップの特例処理を行っておりま

す。

　連結子会社のヘッジ会計の方法は、金

利スワップの特例処理を行っております。

　連結子会社のヘッジ会計の方法は、金

利スワップの特例処理を行っております。

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ

　当行の外貨建金融資産・負債から生じ

る為替変動リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号。以下「業種別監査

委員会報告第25号」という。）に規定す

る繰延ヘッジによっております。ヘッジ

有効性評価は、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う通

貨スワップ取引及び為替スワップ取引等

をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段

の外貨ポジション相当額が存在すること

を確認することにより行っております。

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ

同左

(16)消費税等の会計処理

　当行及び連結子会社の消費税及び地方

消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。

(16)消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

 ６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　５年間の定額法により償却を行っており

ます。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金

預け金」のうち現金及び日本銀行への預け

金であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）を当連

結会計年度から適用しております。 

 当連結会計年度末における従来の「資本の部」に相当す

る金額は197,156百万円であります。

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の

改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則及び銀行法施行規

則により作成しております。

 (投資事業組合に関する実務対応報告)

 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適

用に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第20号平成18

年９月８日）が公表日以後終了する連結会計年度に係る連

結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連

結会計年度から同実務対応報告を適用しております。これ

による連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。

 

────

 

 

 

 

 

 

 

────

 

 

 

 

 

────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

────

 

 

 

 

 

 

 (金融商品に関する会計基準)

 「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)及

び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第14号)等における有価証券の範囲

に関する規定が一部改正され(平成19年６月15日付及び７

月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業

年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計

年度から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

 (連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針)

 企業集団内の会社に投資(子会社株式等)を売却した場合

の税効果会計について、「連結財務諸表における税効果会

計に関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員

会報告第６号平成19年３月29日)の第30－２項を当連結会

計年度から適用しております。なお、これによる連結貸借

対照表に与える影響は軽微であります。
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様

式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」

（内閣府令第60号平成18年4月28日）により改正され、平

成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されること

になったこと等に伴い、当連結会計年度から以下のとおり

表示を変更しております。

(連結貸借対照表関係) 

 (1) 繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他資

産」又は「その他負債」に含めて計上していたヘッジ手

段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ、

評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示

しております。

 (2) 負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純

資産の部に表示しております。

 (3) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資

産」又は「その他資産」に区分して表示しております。

    これにより、従来の「動産不動産」中の土地建物動産

については、「有形固定資産」中の「建物」「土地」

「その他の有形固定資産」として表示しております。

 　　また、「動産不動産」中の保証金権利金のうち権利金

は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」に、

保証金は、「その他資産」として表示しております。

 (4) 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、

「無形固定資産」の「ソフトウェア」に表示しておりま

す。

 (5) 資産の部に独立掲記していた「連結調整勘定」は、

「無形固定資産」の「その他の無形固定資産」に含めて

表示しております。

 (連結損益計算書関係)

 連結調整勘定償却は、従来、「経常費用」中「その他経

常費用」で処理しておりましたが、当連結会計年度からは

無形固定資産償却として「経常費用」中「営業経費」に含

めております。

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 (1) 「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」に含めて

表示しております。

 (2) 「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表の

「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」

等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益（△）」

等として表示しております。また、「動産不動産の取得

による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等と

して、「動産不動産の売却による収入」は、「有形固定

資産の売却による収入」等として表示しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

 ※１．有価証券には、非連結子会社の出資金491百万円を

含んでおります。

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は6,606百万円、延滞

債権額は62,419百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

 ※１．有価証券には、非連結子会社の出資金455百万円を

含んでおります。

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は8,414百万円、延滞

債権額は62,785百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は360百万円

であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は928百万円

であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は27,100百万円

であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,113百万円

であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は96,487百万円であ

ります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は98,241百万円であ

ります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は53,205百万円であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は46,031百万円であります。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。 ※７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

預け金    260百万円

有価証券     86,411百万円

その他資産のうち   

割賦債権     1,282百万円

その他の資産     217百万円

オフバランスのリース債権     12,962百万円

担保に供している資産

預け金       85百万円

有価証券     75,440百万円

その他資産のうち   

割賦債権        516百万円

その他の資産      171百万円

オフバランスのリース債権      9,035百万円

担保資産に対応する債務

預金     31,318百万円

債券貸借取引受入担保金     31,092百万円

借用金     26,149百万円

支払承諾    252百万円

担保資産に対応する債務

預金     42,529百万円

債券貸借取引受入担保金     29,401百万円

借用金     17,620百万円

支払承諾       78百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券61,066百万円、

商品有価証券103百万円を差し入れております。

　また、その他資産のうち保証金は400百万円及び敷

金等は514百万円であります。

　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、これに

より引き渡した買入外国為替の額面金額は１百万円で

あります。

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券62,155百万円、

商品有価証券104百万円を差し入れております。

　また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は169

百万円、デリバティブ取引差入金は1,839百万円、保

証金は418百万円及び敷金は536百万円であります。

　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、当連結

会計年度末において該当するものはありません。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

936,244百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが925,268百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ

ローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその

他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

969,762百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが957,472百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ

ローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその

他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実

行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等、合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

      9,892百万円

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等、合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

           9,607百万円

※10．有形固定資産の減価償却累計額   118,859百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額   121,179百万円

※11．有形固定資産の圧縮記帳額      1,364百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額    －百万円）

※11．有形固定資産の圧縮記帳額      1,447百万円

（当連結会計年度圧縮記帳額   　83百万円）

※12．借用金は、他の債務よりも債務の履行が後順位であ

る旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万円

であります。

※12．借用金は、他の債務よりも債務の履行が後順位であ

る旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万円

であります。

 ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。  ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（証券取

引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

は21,595百万円であります。

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は17,011百万円であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．その他経常収益には、リース業に係る収益33,948百

万円を含んでおります。

※１．その他経常収益には、リース業に係る収益27,600百

万円を含んでおります。

※２．その他の経常費用には、リース業に係る費用30,677

百万円、貸出金償却1,557百万円、株式売却損980百万

円及び延滞債権売却損416百万円を含んでおります。

※２．その他の経常費用には、リース業に係る費用27,194

百万円、株式等償却3,686百万円、株式売却損739百万

円及び延滞債権売却損392百万円を含んでおります。

※３．当行は、以下の資産について減損損失を計上してお

ります。

※３．当行は、以下の資産について減損損失を計上してお

ります。

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

岐阜県内 営業用店舗

２か所

土地、

建物及び動

産等

32

(うち土地 　 18)

(うち建物 　 12)

(うち動産等　 1)

岐阜県内 遊休資産８

か所

土地、

建物及び動

産等

23

(うち土地　　19)

(うち建物　 　3)

(うち動産等　 0)

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

岐阜県内 遊休資産７

か所

土地、

建物及び動

産等

105

(うち土地  　13)

(うち建物 　 90)

(うち動産等　 1)

愛知県内 遊休資産

１か所 

建物

 

1

 

 

 

これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フロー

の低下及び継続的な地価の下落等により投資額の回収

が見込めなくなったため減損損失を計上することとい

たしました。

資産のグルーピングについて、営業用店舗について

は管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

ング単位とし、遊休資産については各遊休資産をグ

ルーピング単位としております。

また、本店、事務センター、研修所、社宅等につい

ては共用資産としております。

減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却

価額によっており、主として不動産鑑定評価額から処

分費用見込額を控除して算定しております。

遊休資産について、投資額の回収が見込めないもの

について減損損失を計上することといたしました。

資産のグルーピングについて、営業用店舗について

は管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

ング単位とし、遊休資産については各遊休資産をグ

ルーピング単位としております。

また、本店、事務センター、研修所、社宅等につい

ては共用資産としております。

減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却

価額によっており、主として不動産鑑定評価額から処

分費用見込額を控除して算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

 摘要

発行済株式

普通株式 299,768 4,000 － 303,768  (注)１

合計 299,768 4,000 － 303,768  

自己株式

普通株式 653 71 156 567  (注)２

合計 653 71 156 567  

 (注)１．普通株式の発行済株式総数の増加4,000千株は、新株予約権の行使による普通株式の発行による増加4,000千株で

あります。　　

 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加71千株は、単元未満株式の買取りによる増加71千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少156千株は、連結子会社が売却した自己株式（当行株式）の当行帰属分133千株、単

元未満株式の買増請求に基づく売渡し23千株によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

 
 

摘要 

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当行 平成17年新株予約権 普通株式 4,000,000 － 4,000,000 － －  (注)２

連結子会社 － － － － － － －  

合計 － 4,000,000 － 4,000,000 － －  

 (注)１．新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

 ２．目的となる株式の数の変動事由の概要 

 平成17年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。

 

３．配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月22日

定時株主総会(注)
普通株式 1,376 4.60 平成18年３月31日 平成18年６月22日

平成18年11月27日

取締役会
普通株式 909 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

 (注)１株当たり配当額には、記念配当1.10円を含んでおります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月23日

定時株主総会
普通株式 1,061 利益剰余金 3.50 平成19年３月31日 平成19年６月25日
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Ⅱ　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

 摘要

発行済株式

普通株式 303,768 － － 303,768  

合計 303,768 － － 303,768  

自己株式

普通株式 567 116 9 675  (注)

合計 567 116 9 675  

 (注)　　普通株式の自己株式の株式数の増加116千株は、単元未満株式の買取りによる増加116千株であります。また、普

通株式の自己株式の株式数の減少９千株は、単元未満株式の買増請求に基づく売渡しによる減少９千株であります。

　　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たりの金
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月23日

定時株主総会
普通株式 1,061 3.50 平成19年３月31日 平成19年６月25日

平成19年11月20日

取締役会
普通株式 1,061 3.50 平成19年９月30日 平成19年12月10日

４．平成20年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定であり

ます。

(1)配当金の総額　　　　　　1,060百万円

(2)１株当たり配当額　　　　 　３円50銭

(3)基準日　　　　     平成20年３月31日

(4)効力発生日　　     平成20年６月25日

なお、配当原資は、利益剰余金とする予定であります。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(1)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 （単位 百万円）

平成19年３月31日現在

現金預け金勘定    101,223

日銀預け金以外の預け金  △27,177

現金及び現金同等物       74,045

 （単位 百万円）

平成20年３月31日現在

現金預け金勘定           103,397

日銀預け金以外の預け金  　      △26,911

現金及び現金同等物             76,486

(2)重要な非資金取引の内容  

 （単位 百万円）

平成19年３月31日現在  

新株予約権の行使による資本金増加額
6

新株予約権の行使による資本準備金増

加額
6

新株予約権の行使による新株予約権減

少額
13
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（有価証券関係）

※１．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」並びに「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載

しております。

※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しており

ます。

Ⅰ　前連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成19年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 3,758 8

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

うち益
（百万円）

うち損
（百万円）

国債 3,000 2,998 △1 12 14

地方債 208 213 4 4 －

短期社債 － － － － －

社債 4,561 4,593 31 46 14

その他 － － － － －

合計 7,770 7,805 34 63 28

　（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

評価差額
（百万円）

うち益
（百万円）

うち損
（百万円）

株式 72,018 162,858 90,839 91,574 734

債券 634,860 634,097 △763 843 1,607

国債 300,118 300,228 109 482 372

地方債 119,132 118,754 △378 159 538

短期社債 － － － － －

社債 215,609 215,114 △494 201 696

その他 151,991 157,683 5,691 8,020 2,328

外国証券 120,429 118,694 △1,735 194 1,929

その他の証券 30,447 37,874 7,427 7,826 399

 信託受益権 1,115 1,114 △0 － 0

合計 858,871 954,638 95,767 100,438 4,670

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について196百万円減損処理を行っております。

　なお、個々の銘柄ごとに有価証券等の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、著しい下落に該

当するものとして全て減損処理を行っております。
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４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却原価（百万円） 売却額（百万円） 売却損益（百万円）

社債 460 460 0

 (売却の理由)買入消却であります。

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

その他有価証券 891,780 6,354 4,356

６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在）

金額（百万円）

満期保有目的の債券

社債 24,295

その他 597

その他有価証券

社債 71

非上場株式 4,785

その他 52

７．保有目的を変更した有価証券

　該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成19年３月31日現在）

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券 159,492 351,185 126,000 29,554

国債 88,551 116,269 68,852 29,554

地方債 4,990 82,318 31,653 －

短期社債 － － － －

社債 65,950 152,597 25,494 －

その他 1,338 29,838 14,495 77,173

外国証券 － 26,324 12,806 77,173

その他の証券 341 2,799 1,689 －

 信託受益権 997 714 － －

合計 160,831 381,024 140,496 106,728
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Ⅱ　当連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成20年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 2,883 7

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

うち益
（百万円）

うち損
（百万円）

国債 3,000 3,037 37 39 1

地方債 － － － － －

短期社債 － － － － －

社債 3,019 3,060 40 42 1

その他 － － － － －

合計 6,019 6,098 78 81 2

　（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

評価差額
（百万円）

うち益
（百万円）

うち損
（百万円）

株式 72,145 109,247 37,102 39,853 2,751

債券 599,839 606,517 6,678 7,673 995

国債 193,853 195,502 1,648 2,342 693

地方債 153,356 155,034 1,678 1,755 77

短期社債 － － － － －

社債 252,629 255,981 3,351 3,575 224

その他 131,056 125,108 △5,948 1,857 7,806

外国証券 96,092 94,977 △1,114 1,377 2,491

その他の証券 34,782 29,949 △4,833 480 5,314

 信託受益権 182 181 △0 － 0

合計 803,041 840,873 37,832 49,384 11,552

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

３．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式、その他の証券について4,414百万円減損処理を

行っております。

　なお、個々の銘柄ごとに有価証券等の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、著しい下落に該

当するものとして全て減損処理を行っております。
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４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却原価（百万円） 売却額（百万円） 売却損益（百万円）

社債 130 130 0

 (売却の理由)買入消却であります。

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

その他有価証券 233,336 6,475 2,824

６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日現在）

金額（百万円）

満期保有目的の債券

社債 19,011

その他 604

その他有価証券

社債 76

非上場株式 4,737

その他 48

７．保有目的を変更した有価証券

　該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年３月31日現在）

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

株式 － － － 50

債券 216,914 186,538 199,115 29,056

国債 77,227 49,288 42,929 29,056

地方債 24,652 65,736 64,645 －

短期社債 － － － －

社債 115,034 71,513 91,540 －

その他 203 20,181 8,535 67,984

外国証券 － 16,687 7,913 67,984

その他の証券 21 2,889 621 －

 信託受益権 181 604 － －

合計 217,118 206,719 207,650 97,090
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（金銭の信託関係）

Ⅰ　前連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

Ⅱ　当連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

（その他有価証券評価差額金）

Ⅰ　前連結会計年度

○　その他有価証券評価差額金（平成19年３月31日現在）

　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

金額（百万円）

評価差額 95,767

その他有価証券 95,767

その他の金銭の信託 －

（△）繰延税金負債 35,929

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 59,838

（△）少数株主持分相当額 555

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係

る評価差額金のうち親会社持分相当額
－

その他有価証券評価差額金 59,282
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Ⅱ　当連結会計年度

○　その他有価証券評価差額金（平成20年３月31日現在）

　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

金額（百万円）

評価差額 37,832

その他有価証券 37,832

その他の金銭の信託 －

（△）繰延税金負債 14,189

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 23,643

（△）少数株主持分相当額 258

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係

る評価差額金のうち親会社持分相当額
－

その他有価証券評価差額金 23,384
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

貸倒引当金     14,130百万円

有価証券      3,009百万円

減価償却額      1,876百万円

退職給付引当金      2,166百万円

賞与引当金    650百万円

その他      1,344百万円

繰延税金資産小計     23,178百万円

評価性引当額 　 △3,276百万円

繰延税金資産合計     19,902百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 　△35,929百万円

その他 　  △68百万円

繰延税金負債合計 　△35,998百万円

繰延税金資産（負債）の純額 　△16,096百万円

繰延税金資産

貸倒引当金 12,895百万円

有価証券 4,640百万円

減価償却額 2,039百万円

退職給付引当金     2,089百万円

賞与引当金    680百万円

その他      2,042百万円

繰延税金資産小計    24,388百万円

評価性引当額 　 △3,965百万円

繰延税金資産合計    20,423百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 　△14,189百万円

その他 　    △36百万円

繰延税金負債合計  △14,226百万円

繰延税金資産（負債）の純額 　 6,196百万円

（注）繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれています。

 

繰延税金資産      2,111百万円

繰延税金負債 　△18,207百万円

      

 　     

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

     (%)

法定実効税率 39.7 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない

項目

0.5

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

△3.1

住民税均等割 0.4

評価性引当金の増加 4.8

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

銀行業
（百万円）

リース業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　経常収益及び経常損益

経常収益

(1)外部顧客に対する経常収益 81,642 33,971 4,837 120,450 － 120,450

(2)セグメント間の内部経常収

益
426 346 4,425 5,198 (5,198) －

計 82,068 34,317 9,262 125,648 (5,198) 120,450

経常費用 69,794 32,639 8,111 110,545 (5,105) 105,439

経常利益 12,274 1,677 1,151 15,103 (92) 15,010

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出

資産 3,645,341 77,789 22,561 3,745,692 (28,181) 3,717,510

減価償却費 2,123 18,004 102 20,230 (84) 20,146

減損損失 56 － － 56 － 56

資本的支出 2,590 26,035 70 28,696 (164) 28,531

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

銀行業
（百万円）

リース業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　経常収益及び経常損益

経常収益

(1)外部顧客に対する経常収益 91,142 27,253 4,988 123,384 － 123,384

(2)セグメント間の内部経常収

益
427 346 4,350 5,124 (5,124) －

計 91,569 27,600 9,339 128,509 (5,124) 123,384

経常費用 78,485 27,194 7,982 113,662 (5,103) 108,559

経常利益 13,083 405 1,357 14,846 (20) 14,825

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出

資産 3,674,179 76,126 23,949 3,774,254 (25,627) 3,748,627

減価償却費 2,512 18,646 101 21,261 (87) 21,173

減損損失 107 － － 107 － 107

資本的支出 2,992 21,845 44 24,882 (110) 24,771
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（注）１．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業は、コンピュータ関連業

務、信用保証業務、クレジットカード業務等であります。　

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

３．会計方針の変更

　(当連結会計年度)

　有形固定資産の減価償却方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（４）①に記載のとおり、当連結会計年度より、

当行及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、有形固定資産の減価償却方法を変更しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、経常費用は「銀行業」で99百万円、「リース業」で０百万円お

よび「その他の事業」で１百万円増加し、経常利益が各事業で同額減少しております。

役員退職慰労引当金の計上基準

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（11）に記載のとおり、当連結会計年度より「租

税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）を適用し、役員退職慰労

引当金を計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、経常費用は「銀行業」で60

百万円、「リース業」で4百万円および「その他の事業」で９百万円増加し、経常利益が各事業で同額減少し

ております。

睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（12）に記載のとおり、当連結会計年度より「租

税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）を適用し、睡眠預金払戻

損失引当金を計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、経常費用は「銀行業」

で32百万円増加し、経常利益が同額減少しております。

 

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は記載しており

ません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は記載しており

ません。

ｃ．国際業務経常収益

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 １株当たり純資産額 円 648.73 545.54

 １株当たり当期純利益 円 26.26 23.70

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 26.24 －

(追加情報) 

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号平成14

年９月25日）が平成18年１月31

日付で改正され、会社法施行日

以後終了する連結会計年度から

適用されることになったことに

伴い、当連結会計年度から同適

用指針を適用し、１株当たりの

純資産は「繰延ヘッジ損益」を

含めて算出しております。これ

により、従来の方法に比べて１

株当たり純資産額は１円51銭減

少しております。

 

 

　(注)１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 百万円 7,936 7,186

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る当期純利益 百万円 7,936 7,186

普通株式の期中平均株式数 千株 302,189 303,143

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 180 －

うち新株予約権 千株 180 －

　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度末

平成19年３月31日

当連結会計年度末

平成20年３月31日

純資産の部の合計額 百万円 205,687 174,771

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 8,989 9,419

うち少数株主持分 百万円 8,989 9,419

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 196,698 165,352

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数
千株 303,201 303,093

　３．なお、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載して

おりません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）

現金預け金 100,712 2.76 102,520 2.79 1,808

現金 52,068 60,344 8,276

預け金 ※７ 48,643 42,175 △6,468

コールローン 51,152 1.40 60,222 1.64 9,070

買入金銭債権 5,785 0.16 4,535 0.12 △1,250

商品有価証券 ※７ 3,758 0.10 2,883 0.08 △875

商品国債 3,758 2,883 △875

商品地方債 － 0 0

有価証券 ※7,14 984,718 27.01 865,347 23.55 △119,371

国債 300,228 195,502 △104,726

地方債 118,962 155,034 36,072

社債 243,971 278,012 34,041

株式 ※１ 165,201 112,086 △53,115

その他の証券 ※１ 156,354 124,711 △31,643

貸出金
※2,3,
4,5,8

2,415,627 66.27 2,549,955 69.40 134,328

割引手形 ※6,7 52,252 44,896 △7,356

手形貸付 340,008 311,808 △28,200

証書貸付 1,717,999 1,866,383 148,384

当座貸越 305,368 326,868 21,500

外国為替 4,233 0.12 3,476 0.09 △757

外国他店預け 1,966 1,481 △485

買入外国為替 ※6,7 959 1,138 179

取立外国為替 1,306 856 △450

その他資産 37,426 1.03 42,433 1.16 5,007

未決済為替貸 6,632 4,144 △2,488

前払費用 176 242 66

未収収益 5,335 5,554 219

先物取引差入証拠金 197 169 △28

金融派生商品 7,712 20,672 12,960

社債発行費 113 101 △12

その他の資産 ※７ 17,260 11,547 △5,713

有形固定資産 ※10,11 35,147 0.96 35,311 0.96 164

 建物 9,260 9,040 △220

 土地 ※９ 22,343 22,651 308

 建設仮勘定  － 144 144

 その他の有形固定資産 3,543 3,475 △68

 無形固定資産 2,762 0.08 2,640 0.07 △122

 ソフトウェア 1,865 1,806 △59

 その他の無形固定資産 896 833 △63

繰延税金資産  －  3,840 0.10 3,840

支払承諾見返 ※14 40,874 1.12 36,956 1.01 △3,918

貸倒引当金 △36,831 △1.01 △35,932 △0.97 899

投資損失引当金 △8 △0.00 △8 △0.00 0

資産の部合計 3,645,358 100.00 3,674,183 100.00 28,825
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）

預金 ※７ 3,237,048 88.80 3,308,925 90.06 71,877

当座預金 221,470 190,619 △30,851

普通預金 1,377,123 1,398,154 21,031

貯蓄預金 70,233 66,806 △3,427

通知預金 33,601 14,857 △18,744

定期預金 1,445,402 1,545,836 100,434

定期積金 12,682 10,848 △1,834

その他の預金 76,533 81,801 5,268

譲渡性預金 28,380 0.78 31,962 0.87 3,582

コールマネー 12,463 0.34 3,967 0.11 △8,496

債券貸借取引受入担保金 ※７ 31,092 0.85 29,401 0.80 △1,691

借用金 32,000 0.88 32,000 0.87 －

借入金 ※12 32,000 32,000 －

外国為替 433 0.01 593 0.02 160

売渡外国為替 335 469 134

未払外国為替 97 123 26

 社債 ※13 20,000 0.55 20,000 0.54 －

その他負債 20,275 0.56 36,445 0.99 16,170

未決済為替借 930 927 △3

未払法人税等 646 4,841 4,195

未払費用 4,057 6,046 1,989

前受収益 1,375 2,204 829

従業員預り金 2,554 2,537 △17

給付補てん備金 3 8 5

先物取引差金勘定 0 － △0

金融派生商品 8,384 16,154 7,770

その他の負債 2,322 3,726 1,404

賞与引当金 1,447 0.04 1,519 0.04 72

 役員賞与引当金 34 0.00 38 0.00 4

退職給付引当金 4,833 0.13 4,847 0.13 14

役員退職慰労引当金 －  533 0.01 533

睡眠預金払戻損失引当金 －  239 0.01 239

繰延税金負債 18,203 0.50 － － △18,203

再評価に係る繰延税金負債 ※９ 3,775 0.11 3,766 0.10 △9

支払承諾 ※7,14 40,874 1.12 36,956 1.01 △3,918

負債の部合計 3,450,862 94.67 3,511,197 95.56 60,335
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（純資産の部）       

資本金  27,971 0.77 27,971 0.76 －

資本剰余金  17,232 0.47 17,232 0.47 0

資本準備金  17,232  17,232  －

その他資本剰余金  0  0  0

利益剰余金  87,953 2.41 92,799 2.53 4,846

利益準備金  13,536  13,536  －

その他利益剰余金  74,417  79,263  4,846

特別償却準備金  5  －  △5

別途積立金  65,578  70,578  5,000

 繰越利益剰余金  8,834  8,685  △149

自己株式  △325 △0.01 △391 △0.01 △66

株主資本合計  132,832 3.64 137,612 3.75 4,780

その他有価証券評価差額金  59,153 1.62 23,324 0.63 △35,829

繰延ヘッジ損益  △458 △0.01 △905 △0.02 △447

土地再評価差額金 ※９ 2,968 0.08 2,954 0.08 △14

評価・換算差額等合計  61,664 1.69 25,373 0.69 △36,291

純資産の部合計  194,496 5.33 162,986 4.44 △31,510

負債及び純資産の部合計  3,645,358 100.00 3,674,183 100.00 28,825
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

経常収益 82,068 100.00 91,569 100.00 9,501

資金運用収益 57,830 66,848 9,018

貸出金利息 41,219 47,928 6,709

有価証券利息配当金 15,217 15,559 342

コールローン利息 779 2,090 1,311

 買入手形利息 2 0 △2

預け金利息 399 965 566

 金利スワップ受入利息 4 41 37

その他の受入利息 208 260 52

役務取引等収益 16,400 15,955 △445

受入為替手数料 3,907 3,851 △56

その他の役務収益 12,493 12,104 △389

その他業務収益 2,834 3,785 951

外国為替売買益 1,020 1,813 793

商品有価証券売買益 122 26 △96

国債等債券売却益 1,690 1,940 250

その他の業務収益 0 5 5

その他経常収益 5,002 4,981 △21

株式等売却益 4,551 4,455 △96

その他の経常収益 451 525 74

経常費用 69,794 85.04 78,485 85.71 8,691

資金調達費用 10,198 16,044 5,846

預金利息 4,192 9,413 5,221

譲渡性預金利息 64 188 124

コールマネー利息 576 723 147

債券貸借取引支払利息 2,069 1,539 △530

借用金利息 741 732 △9

 社債利息 136 383 247

金利スワップ支払利息 1,414 900 △514

その他の支払利息 1,002 2,163 1,161

役務取引等費用 7,267 6,877 △390

支払為替手数料 772 768 △4

その他の役務費用  6,495  6,109  △386
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

その他業務費用 6,454 4,772 △1,682

国債等債券売却損 3,375 2,084 △1,291

国債等債券償還損 6 － △6

国債等債券償却 － 900 900

 社債発行費償却 4 11 7

金融派生商品費用 3,064 1,775 △1,289

 その他の業務費用 2 － △2

 営業経費 40,172 41,554 1,382

その他経常費用 5,701 9,236 3,535

貸倒引当金繰入額 4,343 4,510 167

貸出金償却 142 9 △133

株式等売却損 963 739 △224

株式等償却 171 3,627 3,456

その他の経常費用 ※１ 80 349 269

経常利益 12,274 14.96 13,083 14.29 809

特別利益 104 0.13 178 0.19 74

 固定資産処分益 4  42  38

償却債権取立益 2 3 1

 移転補償金収入 98 132 34

特別損失 171 0.21 1,114 1.21 943

 固定資産処分損 114 327 213

減損損失 ※２ 56 107 51

役員退職慰労引当金繰入額  － 472 472

睡眠預金払戻損失引当金繰
入額

 － 206 206

税引前当期純利益 12,208 14.88 12,147 13.27 △61

法人税、住民税及び事業税 1,160 1.41 5,410 5.91 4,250

法人税等調整額 3,468 4.23 △217 △0.23 △3,685

当期純利益 7,579 9.24 6,954 7.59 △625
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計特別償却

準備金

別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日　残高

（百万円）
26,985 16,251 1 16,253 13,536 27 55,578 13,606 82,748 △300 125,686

事業年度中の変動額

新株の発行 985 980 － 980 － － － － － － 1,966

剰余金の配当（注） － － － － － － － △1,376 △1,376 － △1,376

 剰余金の配当 － － － － － － － △909 △909 － △909

 役員賞与(注) － － － － － － － △33 △33 － △33

当期純利益 － － － － － － － 7,579 7,579 － 7,579

 自己株式の取得 － － － － － － － － － △37 △37

自己株式の処分 － － △1 △1 － － － － － 13 12

特別償却準備金の取崩(注) － － － － － △11 － 11 － － －

 特別償却準備金の取崩 － － － － － △11 － 11 － － －

 別途積立金の積立(注) － － － － － － 10,000 △10,000 － － －

 土地再評価差額金の取崩 － － － － － － － △54 △54 － △54

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
－ － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計

（百万円）
985 980 △1 979 － △22 10,000 △4,772 5,205 △24 7,145

平成19年３月31日　残高

（百万円）
27,971 17,232 0 17,232 13,536 5 65,578 8,834 87,953 △325 132,832
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評

価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
55,465 － 2,914 58,379 184,065

事業年度中の変動額

新株の発行 － － － － 1,966

剰余金の配当(注) － － － － △1,376

 剰余金の配当 － － － － △909

 役員賞与(注) － － － － △33

当期純利益 － － － － 7,579

 自己株式の取得 － － － － △37

自己株式の処分 － － － － 12

特別償却準備金の取崩(注) － － － － －

 特別償却準備金の取崩 － － － － －

 別途積立金の積立(注) － － － － －

土地再評価差額金の取崩 － － － － △54

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
3,688 △458 54 3,284 3,284

事業年度中の変動額合計

（百万円）
3,688 △458 54 3,284 10,430

平成19年３月31日　残高

（百万円）
59,153 △458 2,968 61,664 194,496

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計特別償却

準備金

別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日　残高

（百万円）
27,971 17,232 0 17,232 13,536 5 65,578 8,834 87,953 △325 132,832

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － － － － △2,122 △2,122 － △2,122

当期純利益 － － － － － － － 6,954 6,954 － 6,954

 自己株式の取得 － － － － － － － － － △71 △71

自己株式の処分 － － 0 0 － － － － － 5 5

 特別償却準備金の取崩 － － － － － △5 － 5 － － －

 別途積立金の積立 － － － － － － 5,000 △5,000 － － －

 土地再評価差額金の取崩 － － － － － － － 13 13 － 13

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
－ － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － 0 0 － △5 5,000 △148 4,845 △65 4,780

平成20年３月31日　残高

（百万円）
27,971 17,232 0 17,232 13,536 － 70,578 8,685 92,799 △391 137,612
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評

価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日　残高

（百万円）
59,153 △458 2,968 61,664 194,496

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △2,122

当期純利益 － － － － 6,954

 自己株式の取得 － － － － △71

自己株式の処分 － － － － 5

 特別償却準備金の取崩 － － － － －

 別途積立金の積立 － － － － －

土地再評価差額金の取崩 － － － － 13

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△35,829 △447 △13 △36,290 △36,290

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△35,829 △447 △13 △36,290 △31,509

平成20年３月31日　残高

（百万円）
23,324 △905 2,954 25,373 162,986
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．商品有価証券の評価基準

及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原

価は移動平均法により算定）により行って

おります。

同左

２．有価証券の評価基準及び

評価方法

　有価証券の評価は、満期保有目的の債券

については移動平均法による償却原価法

（定額法）、子会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券のうち

時価のあるものについては、決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は移動平

均法により算定）、時価のないものについ

ては、移動平均法による原価法又は償却原

価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理してお

ります。

同左

　

３．デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法によ

り行っております。

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物　　３年～60年

 動産　　２年～20年

(1）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用してお

ります。また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物　　３年～60年

 動産　　２年～20年

 

 

(会計方針の変更)

　平成19年度税制改正に伴い、平成19年

４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく償

却方法により減価償却費を計上しており

ます。この変更により、経常利益及び税

引前当期純利益は、従来の方法によった

場合に比べ99百万円減少しております。

 

 

(追加情報)

　当事業年度より、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産については、

償却可能限度額に達した事業年度の翌事

業年度以後、残存簿価を５年間で均等償

却しております。なお、これによる貸借

対照表等に与える影響は軽微であります。

(2）無形固定資産

　無形固定資産の減価償却は、定額法に

より償却しております。なお、自社利用

のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいて償却

しております。

(2）無形固定資産

　無形固定資産は、定額法により償却し

ております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、行内における利用可

能期間（５年）に基づいて償却しており

ます。

５．繰延資産の処理方法 　株式交付費は資産として計上し、３年間

の均等償却を行っております。

　社債発行費は社債の償還期間にわたり

定額法により償却しております。 

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場

による円換算額を付しております。

同左

７．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び

実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署の協力の下に資

産査定部署が資産査定を実施しており、

その査定結果により上記の引当を行って

おります。

(1)貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委

員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権につい

ては、一定の種類毎に分類し、過去の一

定期間における各々の貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び

実質破綻先債権に相当する債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準

に基づき、営業関連部署が資産査定を実

施し、当該関連部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その

査定結果により上記の引当を行っており

ます。

(2)投資損失引当金

　投資損失引当金は、投資に対する損失

に備えるため、有価証券の発行会社の財

政状態等を勘案して必要と認められる額

を計上しております。

(2)投資損失引当金

同左

(3)賞与引当金

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払

いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。

(3)賞与引当金

同左

 (4)役員賞与引当金

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。

 (4)役員賞与引当金

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支

払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当事業年度に帰属す

る額を計上しております。
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (会計方針の変更)

従来、役員賞与は、利益処分により支

給時に未処分利益の減少として処理して

おりましたが、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号平成17年11

月29日）が会社法施行日以後終了する事

業年度から適用されることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準を適

用し 、役員に対する賞与を費用として

処理することとし、その支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を賞与引当

金として計上しております。これにより、

従来の方法に比べ営業経費は34百万円増

加し、税引前当期純利益は同額減少して

おります。 

 

 

(5)退職給付引当金

　退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の損

益処理方法は以下のとおりであります。

(5)退職給付引当金

　退職給付引当金は、従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、

過去勤務債務及び数理計算上の差異の損

益処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務　　：その発生年度の従業

員の平均残存勤務期

間内の一定の年数

（５年）による定額

法により損益処理

過去勤務債務　　：その発生年度の従業

員の平均残存勤務期

間内の一定の年数

（５年）による定額

法により損益処理

数理計算上の差異：各発生年度の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数

（15年）による定

額法により按分した

額を、それぞれ発生

の翌事業年度から損

益処理

数理計算上の差異：各発生年度の従業員

の平均残存勤務期間

内の一定の年数

（14年）による定

額法により按分した

額を、それぞれ発生

の翌事業年度から損

益処理

 (追加情報) 

 従来、数理計算上の差異の損益処理年

数を15年としておりましたが、従業員の

平均残存勤務期間が短くなったため、14

年に変更しております。

 

 ―――

(6)役員退職慰労引当金

　役員退職慰労引当金は、役員への退

職慰労金の支払いに備えるため、役員

に対する退職慰労金の支給見積額のう

ち、当事業年度末までに発生している

と認められる額を計上しております。
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  

 

(会計方針の変更)

　従来、役員退職慰労金は、支出時に費

用処理をしておりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」(日本公認会

計士協会監査・保証実務委員会報告第42

号平成19年４月13日)が平成19年４月１

日以後開始する事業年度から適用される

ことに伴い、当事業年度から同報告を適

用しております。これにより、従来の方

法に比べ、営業経費は60百万円、特別損

失は472百万円それぞれ増加し、経常利

益は60百万円、税引前当期純利益は533

百万円それぞれ減少しております。

  

 ―――

(7)睡眠預金払戻損失引当金

　睡眠預金の預金者による払戻請求に

備えるため、過去の払戻請求に基づく

支払実績等を勘案して将来の払戻請求

に基づく支払見積額を睡眠預金払戻損

失引当金として計上しております。

  (会計方針の変更)

　従来、一定の要件を満たす睡眠預金に

ついては、負債計上を中止し利益計上す

るとともに、当該睡眠預金の預金者によ

る払戻請求に基づく支出時に費用処理を

しておりましたが、「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」(日本公認会計士協会

監査・保証実務委員会報告第42号平成19

年４月13日)が平成19年４月１日以後開

始する事業年度から適用されることに伴

い、当事業年度から同報告を適用してお

ります。

　これにより、従来の方法に比べ、経常

利益は32百万円、税引前当期純利益は

239百万円それぞれ減少しております。

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

９．ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスク

に対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24号。

以下「業種別監査委員会報告第24号」と

いう。）に規定する繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ有効性評価は、キャッ

シュ・フローを固定するヘッジについて、

ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素

の相関関係の検証により行っております。

　また、当事業年度末の貸借対照表に計

上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第15号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する従来の「マクロヘッジ」に

基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッ

ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

平均残存期間に応じ平成15年度から10年

間にわたって資金調達費用として期間配

分しております。

　なお、当事業年度末における「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は629

百万円（税効果額控除前）であります。

　また、一部の資産・負債については

金利スワップの特例処理を行っており 

ます。 

(イ)金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスク

に対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第24号。

以下「業種別監査委員会報告第24号」と

いう。）に規定する繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ有効性評価は、キャッ

シュ・フローを固定するヘッジについて、

ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素

の相関関係の検証により行っております。

　また、当事業年度末の貸借対照表に計

上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第15号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する従来の「マクロヘッジ」に

基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッ

ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

平均残存期間に応じ平成15年度から10年

間にわたって、資金調達費用として期間

配分しております。

　なお、当事業年度末における「マクロ

ヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は321

百万円（税効果額控除前）であります。

　また、一部の資産・負債については

金利スワップの特例処理を行っており 

ます。 

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ

　外貨建金融資産・負債から生じる為替

変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処

理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第25号。以下「業種別監査委員会報

告第25号」という。）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価は、外貨建金銭債権債務等の為替変

動リスクを減殺する目的で行う通貨ス

ワップ取引及び為替スワップ取引等を

ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨

建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを

確認することにより行っております。

(ロ)為替変動リスク・ヘッジ

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

10．消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費

税等は当事業年度の費用に計上しておりま

す。

　

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費

税等は当事業年度の費用に計上しておりま

す。

　

会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）を当

事業年度から適用しております。

 当事業年度末における従来の「資本の部」に相当する

金額は194,954百万円であります。

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改正に

伴い、改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規則によ

り作成しております。

――――

 

 

 

 

 ――――

 

 

 （金融商品に関する会計基準）

 「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)及

び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告14号)等における有価証券の範囲に

関する規程が一部改正され(平成19年６月15日付及び同７

月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業

年度から適用されることになったことに伴い、当事業年

度から改正会計基準及び実務指針を適用しております。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様

式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」

（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、

平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用される

ことになったこと等に伴い、当事業年度から下記のとお

り表示を変更しております。

 (1) 「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」

及び「当期未処分利益」は、「その他利益剰余金」の

「特別償却準備金」、「別途積立金」及び「繰越利益

剰余金」として表示しております。

 (2) 繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他

資産」又は「その他負債」に含めて計上していたヘッ

ジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除の

うえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相

殺表示しております。

 (3) 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定

資産」又は「その他資産」に区分して表示しておりま

す。

 　　①「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形

 　　 固定資産」中の「建物」「土地」「その他の有形

 　　 固定資産」に区分表示しております。

 　　②「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利

 　　 金は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定

      資産」として、保証金は、「その他資産」中の

 　　 「その他の資産」として表示しております。 

 (4) 「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示

していたソフトウェアは、「無形固定資産」の「ソフ

トウェア」に表示しております。

――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社の株式及び出資額総額  354百万円 ※１．関係会社の株式及び出資額総額     334百万円

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は6,555百万円、延滞

債権額は62,160百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※２．貸出金のうち、破綻先債権額は8,366百万円、延滞

債権額は62,508百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の

貸出金であります。

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は340百万円

であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

※３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は909百万円

であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ

ります。

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は27,100百万円

であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,113百万円

であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者

に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は96,157百万円であ

ります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は97,897百万円であ

ります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は53,205百万円であります。

※６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融

取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は46,031百万円であります。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※７．担保に供している資産は次のとおりであります。 ※７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

預け金    260百万円

有価証券     86,411百万円

その他の資産    217百万円

担保に供している資産

預け金       85百万円

有価証券      75,440百万円

その他の資産     171百万円

担保資産に対応する債務

預金      31,318百万円

債券貸借取引受入担保金      31,092百万円

支払承諾    252百万円

担保資産に対応する債務

預金      42,529百万円

債券貸借取引受入担保金      29,401百万円

支払承諾       78百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券61,066百万円、

商品有価証券103百万円を差し入れております。また、

その他の資産のうち保証金は356百万円、敷金等は479

百万円であります。

　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、これに

より引き渡した買入外国為替の額面金額は、１百万円

であります。

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、有価証券62,155百万円、

商品有価証券104百万円を差し入れております。また、

その他の資産のうち、デリバティブ取引差入金は1,839

百万円、保証金は375百万円及び敷金は501百万円であ

ります。

　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）

に基づき金融取引として処理しておりますが、当事業

年度末で該当する取引はありません。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

902,132百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが891,156百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え

るものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。

※８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、

一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

937,518百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のが925,229百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終

了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え

るものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

※９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

再評価を行った年月日　　　　平成10年３月31日 再評価を行った年月日　　　　平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に基づく

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等の合理的な調整を行って算出。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に基づく

地価税の課税価格計算の基礎となる土地の価額に

時点修正等の合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

    9,892百万円

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

         9,607百万円

※10．有形固定資産の減価償却累計額  39,876百万円 ※10．有形固定資産の減価償却累計額     39,438百万円

※11．有形固定資産の圧縮記帳額      1,189百万円

(当事業年度圧縮記帳額    －百万円)

※11．有形固定資産の圧縮記帳額  1,272百万円

(当事業年度圧縮記帳額    　83百万円)

※12．借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位であ

る旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万円

であります。

※12．借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位であ

る旨の特約が付された劣後特約付借入金32,000百万円

であります。

 ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。  ※13．社債は、劣後特約付社債20,000百万円であります。

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（証券取

引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債

務の額は21,595百万円であります。

 ※14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は17,011百万円であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

――― ※１．その他の経常費用には、延滞債権売却損170百万円

を含んでおります。

※２．以下の資産について減損損失を計上しております。 ※２．以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

岐阜県内 営業用店

舗２か所

土地、

建物及び

動産等

32

(うち土地　  18)

(うち建物 　 12)

(うち動産等　 1)

岐阜県内 遊休資産

８か所

土地、

建物及び

動産等

23

(うち土地　　19)

(うち建物　　　3)

(うち動産等　  0)

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

岐阜県内 遊休資産

７か所

土地、

建物及び

動産等

105

(うち土地　  13)

(うち建物 　 90)

(うち動産等　 1)

愛知県内 遊休資産

１か所

建物

 

1

 

 

 

これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フロー

の低下及び継続的な地価の下落等により投資額の回収

が見込めなくなったため減損損失を計上することとい

たしました。

資産のグルーピングについて、営業用店舗について

は管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

ング単位とし、遊休資産については各遊休資産をグ

ルーピング単位としております。また、本店、事務セ

ンター、研修所、社宅等については共用資産としてお

ります。

減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却

価額によっており、主として不動産鑑定評価額から処

分費用見込額を控除して算定しております。

遊休資産について、投資額の回収が見込めないもの

について減損損失を計上することといたしました。

資産のグルーピングについて、営業用店舗について

は管理会計上の最小区分である営業店単位をグルーピ

ング単位とし、遊休資産については各遊休資産をグ

ルーピング単位としております。また、本店、事務セ

ンター、研修所、社宅等については共用資産としてお

ります。

減損損失の測定に使用した回収可能額は、正味売却

価額によっており、主として不動産鑑定評価額から処

分費用見込額を控除して算定しております。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

自己株式     

 普通株式（注） 519 71 23 567

合計 519 71 23 567

 (注)　普通株式の自己株式の株式数の増加71千株は、単元未満株式の買取りによる増加71千株であります。また、普通株

式の自己株式の株式数の減少23千株は単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少23千株であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

自己株式     

 普通株式（注） 567 116 9 675

合計 567 116 9 675

 (注)　普通株式の自己株式の株式数の増加116千株は、単元未満株式の買取りによる増加116千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少9千株は単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少9千株であります。
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（有価証券関係）

○　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

Ⅰ　前事業年度（平成19年３月31日現在）

　該当ありません。

Ⅱ　当事業年度（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

（税効果会計関係）

前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額    12,061百万円

有価証券評価損      2,918百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
 2,146百万円

減価償却超過額      1,885百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 574百万円

その他    976百万円

繰延税金資産小計     20,562百万円

評価性引当額 　 △3,234百万円

繰延税金資産合計     17,327百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 　△35,527百万円

その他 　  △3百万円

繰延税金負債合計 　△35,530百万円

繰延税金負債の純額     18,203百万円

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額    10,774百万円

有価証券評価損      4,533百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
 2,051百万円

減価償却超過額      1,803百万円

賞与引当金損金算入限度超過額    603百万円

その他      1,952百万円

繰延税金資産小計     21,718百万円

評価性引当額 　 △3,891百万円

繰延税金資産合計     17,827百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 　△13,986百万円

繰延税金負債合計 　△13,986百万円

繰延税金資産の純額      3,840百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

     (%)

法定実効税率 39.7 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない

項目

0.6

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

△3.5

住民税均等割 0.5

評価性引当金の増加 5.4

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.7
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 円 641.47 537.74

１株当たり当期純利益 円 25.07 22.94

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 25.06 －

  

 (追加情報）

 「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４号平成

14年９月25日）が平成18年１月

31日付で改正され、会社法施行

日以後終了する事業年度から適

用されることになったことに伴

い、当事業年度から同適用指針

を適用し、１株当たりの純資産

は「繰延ヘッジ損益」を含めて

算出しております。これにより、

従来の方法に比べ１株当たり純

資産額は１円51銭減少しており

ます。

 

　（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 百万円 7,579 6,954

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る当期純利益 百万円 7,579 6,954

普通株式の期中平均株式数 千株 302,278 303,143

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 180 －

うち新株予約権 千株 180 －

２．なお、当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載してお

りません。
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役  員  の  異  動 

（平成２０年６月２４日付） 

１．役付取締役候補 

常務取締役     加 藤  芳 之 (現 取締役総合企画部長) 

 

 

２．新任取締役候補 

中 島  正 史（現 名古屋支店長） 

大 橋  良 彦（現 関連事業部長） 

      

      

３．退任予定取締役 

常務取締役     後 藤  巧 寿（共友リース株式会社 取締役社長  就任予定） 

取  締  役     森    秀 嗣（共立キャピタル株式会社 取締役社長  就任予定） 

 

 

４．新任監査役候補 

常勤監査役     小 川  憲 二（現 業務監査部長） 

監 査 役     児 玉  正 孝（現 共立キャピタル株式会社 取締役社長） 

監 査 役     水 野  耕太郎（現 東邦ガス株式会社 取締役社長） 

 

 

５．退任予定監査役 

常勤監査役     佐  藤   邦  樹 

監 査 役     西  村     勇 

 

以   上 
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◇ 役 付 取 締 役 候 補 略 歴 
 

        カトウ     ヨシユキ 

        加 藤  芳 之  （昭和２７年１１月２２日生） 

          学 歴    昭和５０年 ３月  関西学院大学法学部卒業 

          職 歴   昭和５０年 ４月  当行入行 

          平成 ４年 ８月  総合企画部広報課長 

          平成 ８年 ６月  岐阜支店副支店長 

          平成１０年  ５月  秘書室次長兼秘書役 

                    平成１１年  ５月  秘書室長 

                    平成１６年  ５月    総合企画部長 

平成１６年 ６月  取締役総合企画部長 

                     現在に至る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱大垣共立銀行（8361）平成20年３月期決算短信

－ 64 －



 

◇ 新 任 取 締 役 候 補 略 歴 

 

ナカシマ    マサシ 

        中 島  正 史  （昭和２６年１０月１４日生） 

          学 歴    昭和５０年 ３月  明治大学商学部卒業 

          職 歴   昭和５０年 ４月  当行入行 

          平成 ６年  ４月  支店部営業推進役 

          平成 ８年 ６月  可児支店長 

          平成１１年  ４月  高富支店長 

                    平成１３年  ５月  勝川支店長 

                    平成１５年  ２月    国際業務部長 

          平成１６年１０月  名古屋支店長 

                     現在に至る 

 

 

 

オオハシ  ヨシヒコ 

    大 橋  良 彦 （昭和２７年８月４日生） 

     学 歴  昭和５０年 ３月  愛知学院大学商学部卒業 

     職 歴  昭和５０年 ４月  当行入行 

          平成 ５年 １月  東京事務所長 

          平成 ７年 ９月  千手堂支店長 

          平成１１年 ４月  藤江支店長 

                    平成１３年  ５月    大阪支店長 

                    平成１５年 ５月    岐阜駅前支店長 

                    平成１９年  ５月    関連事業部長 

                     現在に至る 
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◇ 新 任 監 査 役 候 補 略 歴 

        オガワ     ケンジ 

        小 川  憲 二  （昭和２５年３月２１日生） 

          学 歴    昭和４７年 ３月  東京外国語大学外国語学部卒業 

          職 歴   平成４９年 ６月  当行入行 

          平成 ６年  ２月  豊田支店長 

          平成 ９年 １月  支店部 副部長兼営業推進役 

          平成１１年 ５月  春日井支店長 

          平成１３年  ５月  審査部長 

                    平成１５年  ２月  審査管理部長 

                    平成１６年１０月    業務監査部長 

                     現在に至る 

        コダマ     マサタカ 

        児 玉  正 孝  （昭和２２年２月２７日生） 

          学 歴    昭和４４年 ３月  中央大学経済学部卒業 

          職 歴   昭和４４年 ４月  当行入行 

                    平成  ８年１０月    国際業務部長 

                    平成１１年  ５月    証券部長 

                    平成１３年  ５月    経営管理部長 

          平成１６年 ５月  市場金融部長 

          平成１６年 ６月  取締役市場金融部長 

          平成１８年 ６月  共立キャピタル株式会社 取締役社長 

                     現在に至る 

        ミズノ    コウタロウ 

        水 野  耕太郎  （昭和１６年３月１日生） 

          学 歴    昭和３８年 ３月  名古屋大学法学部卒業 

          職 歴   昭和３８年 ４月  東邦ガス株式会社入社 

          平成 ４年  ６月  同社人事部長 

          平成 ６年 ６月  同社企画部長 

          平成  ８年 ６月  同社企画部長兼経営調査部長 

                    平成  ９年  ６月  同社取締役(企画部長兼経営調査部長委嘱) 

                    平成１０年  ４月    同社取締役(企画部長委嘱) 

                    平成１２年  ６月    同社常務取締役 

                    平成１４年  ６月    同社専務取締役 

                    平成１６年  ６月    同社取締役社長 

                     現在に至る 

(※) 

１．児玉正孝氏は、平成 20 年 6 月に共立キャピタル株式会社 取締役社長を退任予定です。 

２．水野耕太郎氏は、平成 20 年 6 月に東邦ガス株式会社 取締役会長に就任予定です。 

       以   上 
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Ⅰ 平成 20 年３月期決算の概況 

１．概要【単体】 

（１）損益の状況 

 

 

 

 

 

 

Ａ．業務純益 

（単位 百万円） 

  
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比 
平成 19 年３月期 

業 務 粗 利 益 ５８,８９４ ５,７４９ ５３,１４５

 う ち 資 金 利 益 ５０,８０３ ３,１７２ ４７,６３１

 う ち 役 務 取 引 等 利 益 ９,０７７ △５６ ９,１３３

 う ち そ の 他 業 務 利 益 △９８６ ２,６３４ △３,６２０

経 費 ４１,６３０ １,４０３ ４０,２２７

 う ち 人 件 費 ２２,５９３ ３２８ ２２,２６５

 う ち 物 件 費 １７,１７９ １,１１１ １６,０６８

 う ち 税 金 １,８５７ △３６ １,８９３

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) １７,２６３ ４,３４５ １２,９１８

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １４５ ２５７ △１１２

業 務 純 益 １７,１１８ ４,０８８ １３,０３０

・業務粗利益は、利鞘の改善および貸出金の増加により資金利益の増加を主要因とし、前期比 57 億円増加し、

588 億円となりました。 

・経費は、物件費の増加等により前期比 14 億円増加して 416 億円となりました。 

・一般貸倒引当金繰入額は前期比２億円増加し、１億円となりました。 

・以上から、業務純益は前期比 40 億円増加して 171 億円となりました。 

 

Ｂ．経常利益 

（単位 百万円） 

  
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比 
平成 19 年３月期 

臨 時 損 益 △４,０３４ △３,２７９ △７５５

 う ち 不 良 債 権 処 理 損 失 ４,５４４ △５４ ４,５９８

  う ち 貸 出 金 償 却 ９ △１３３ １４２

  うち個別貸倒引当金純繰入額 ４,３６４ △９１ ４,４５５

  うちバルク等債権売却処理損 １７０ １７０ ―

 うち株式等損益（３勘定尻） ８７ △３,３２９ ３,４１６

  う ち 株 式 等 売 却 益 ４,４５５ △９６ ４,５５１

  う ち 株 式 等 売 却 損 ７３９ △２２４ ９６３

  う ち 株 式 等 償 却 ３,６２７ ３,４５６ １７１

経 常 利 益 １３,０８３ ８０９ １２,２７４

・株式等損益は、減損処理により株式等償却が前期比 34 億円増加し、前期比 33 億円減少しました。不良債権

の処理額は、前期と同程度で推移しました。 

・以上から、経常利益は前期比８億円増加の 130 億円となりました。

平成 20 年３月期の損益状況は、中期経営計画「ＴＨＥ ＮＥＸＴ」のもと、トップラインの収益力強化に

取り組み、貸出金の増加や利鞘の改善等により、業務粗利益は 588 億円（前年比 57 億円増加）、業務純益は

171 億円（前年比 40 億円増加）となりました。サブプライムローン問題による金融市場の混乱により、有価

証券の減損処理 44 億円を実施したこと等により、経常利益は 130 億円（前年比８億円増加）となりました。
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Ｃ．当期純利益 

（単位 百万円） 

  
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比 
平成 19 年３月期 

特 別 損 益 △９３６ △８７０ △６６

 う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 △２８４ △１７５ △１０９

 う ち 移 転 補 償 金 収 入 １３２ ３４ ９８

 う ち  減   損   損   失 １０７ ５１ ５６

 うち役員退職慰労引当金繰入額 ４７２ ４７２ ―

 うち睡眠預金払戻損失引当金繰入額 ２０６ ２０６ ―

税 引 前 当 期 純 利 益 １２,１４７ △６１ １２,２０８

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ５,４１０ ４,２５０ １,１６０

法 人 税 等 調 整 額 △２１７ △３,６８５ ３,４６８

当 期 純 利 益 ６,９５４ △６２５ ７,５７９

・役員退職慰労引当金繰入額４億円、睡眠預金払戻損失引当金繰入額２億円を特別損失に計上したこと等によ

り、特別損益は前期比８億円減少しました。 

・以上により、当期純利益は、前期比６億円減少して、69 億円となりました。 

 

（２）主要な勘定の状況 

（単位 億円） 

   
平成20年３月期 

19 年９月期比 19 年３月期比
平成19年９月期 平成19年３月期

末 残 25,499 902 1,343 24,597 24,156
貸 出 金 

平 残 24,528 493 1,195 24,035 23,333

末 残 8,653 △1,035 △1,194 9,688 9,847
有 価 証 券 

平 残 8,877 △256 △683 9,133 9,560

末 残 33,089 394 719 32,695 32,370
預 金 

平 残 32,533 224 1,102 32,309 31,431

末 残 319 △105 36 424 283
譲渡性預金 

平 残 393 △15 △68 408 461

・貸出金は、愛知県での積極的な展開により、末残ベースでは前期比 1,343 億円増加して、2 兆 5,499 億円

となりました。 

・有価証券は、市場動向を踏まえ運用に努めました結果、末残ベースでは前期比 1,194 億円減少して、8,653

億円となりました。 

・預金は、末残ベースで前期末比 719 億円増加して、3 兆 3,089 億円となりました。また、譲渡性預金は、

前期比 36 億円増加して、319 億円となりました。 

 

（３）個人預り資産の状況 

（単位 億円） 

  
 平成20年３月期 

19 年９月期比 19 年３月期比
平成19年９月期 平成19年３月期

 投 資 信 託 2,307 △312 △32 2,619 2,339 

 生 命 保 険 1,255 149 345 1,106 910 

 公 共 債 3,213 59 224 3,154 2,989 

 外 貨 預 金 254 52 60 202 194 

合 計 7,030 △53 596 7,083 6,434 

・投資信託は基準価格の低下を主要因により減少しましたが、公共債、生命保険、外貨預金については、順調

に伸び、前期比 596 億円増加し、7,030 億円となりました。 
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２．損益状況 

【単体】                                      （単位 百万円） 

   
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比 
平成 19 年３月期 

業 務 粗 利 益 １ ５８,８９４ ５,７４９ ５３,１４５ 

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２ (     ５９,９３９) (       ５,１０２) (     ５４,８３７)

 国 内 業 務 粗 利 益 ３ ５６,９９１ ５,２００ ５１,７９１ 

 (除く国債等債券損益（５勘定尻）） ４ (     ５６,８６５) (     ３,８２１) (     ５３,０４４)

  資 金 利 益 ５ ４８,１７１ ２,９８０ ４５,１９１ 

  役 務 取 引 等 利 益 ６ ８,８８７ △３４ ８,９２１ 

  そ の 他 業 務 利 益 ７ △６６ ２,２５４ △２,３２０ 

  （うち国債等債券損益） ８ (        １２６) (    １,３７８) (     △１,２５２)

 国 際 業 務 粗 利 益 ９ １,９０２ ５４９ １,３５３ 

 (除く国債等債券損益（５勘定尻）） １０ (       ３,０７４) (    １,２８１) (       １,７９３)

  資 金 利 益 １１ ２,６３２ １９２ ２,４４０

  役 務 取 引 等 利 益 １２ １９０ △２２ ２１２

  そ の 他 業 務 利 益 １３ △９２０ ３７９ △１,２９９

  （うち国債等債券損益） １４ (     △１,１７１)  (    △７３ (        △４３９)

経 費 １５ ４１,６３０ １,４０３ ４０,２２７ 

 人 件 費 １６ ２２,５９３ ３２８ ２２,２６５ 

 物 件 費 １７ １７,１７９ １,１１１ １６,０６８ 

 税 金 １８ １,８５７ △３６ １,８９３ 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １９ １７,２６３ ４,３４５ １２,９１８ 

 除く国債等債券損益（５勘定尻） ２０ １８,３０８ ３,６９８ １４,６１０ 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２１ １４５ ２５７ △１１２ 

業 務 純 益 ２２ １７,１１８ ４,０８８ １３,０３０ 

 うち国債等債券損益（５勘定尻） ２３ △１,０４４ ６４８ △１,６９２ 

臨 時 損 益 ２４ △４,０３４ △３,２７９ △７５５ 

 不 良 債 権 処 理 損 失 ２５ ４,５４４ △５４ ４,５９８ 

  貸 出 金 償 却 ２６ ９ △１３３ １４２ 

  個別貸倒引当金繰入額 ２７ ４,３６４ △９１ ４,４５５ 

  延 滞 債 権 等 売 却 損 ２８ １７０ １７０ ― 

 株 式 等 関 係 損 益 ２９ ８７ △３,３２９ ３,４１６ 

  株 式 等 売 却 益 ３０ ４,４５５ △９６ ４,５５１ 

  株 式 等 売 却 損 ３１ ７３９ △２２４ ９６３ 

  株 式 等 償 却 ３２ ３,６２７ ３,４５６ １７１ 

 そ の 他 臨 時 損 益 ３３ ４２２ △３ ４２５ 

経 常 利 益 ３４ １３,０８３ ８０９ １２,２７４ 

特 別 損 益 ３５ △９３６ △８７０ △６６ 

 う ち 固 定 資 産 処 分 損 益 ３６ △２８４ △１７５ △１０９ 

 う ち 移 転 補 償 金 収 入 ３７ １３２ ３４ ９８ 

 う ち 減 損 損 失 ３８ １０７ ５１ ５６ 

 うち役員退職慰労引当金繰入額 ３９ ４７２ ４７２ ― 

 うち睡眠預金払戻損失引当金繰入額 ４０ ２０６ ２０６ ― 

税 引 前 当 期 純 利 益 ４１ １２,１４７ △６１ １２,２０８ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ４２ ５,４１０ ４,２５０ １,１６０ 

法 人 税 等 調 整 額 ４３ △２１７ △３,６８５ ３,４６８ 

当 期 純 利 益 ４４ ６,９５４ △６２５ ７,５７９ 

与 信 関 連 費 用 

（２１＋２５） 
４５ ４,６９０ ２０５ ４,４８５ 

注．金額は、百万円未満を切り捨てて記載しております。
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【連結】 

〈連結損益計算書ベース〉                              （単位 百万円） 

   
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比 
平成 19 年３月期 

連 結 粗 利 益 １ ６１,２６９ ５,７４３ ５５,５２６

 資 金 利 益 ２ ５０,４４４ ３,０１２ ４７,４３２

 役 務 取 引 等 利 益 ３ １１,８１２ ９８ １１,７１４

 そ の 他 業 務 利 益 ４ △９８７ ２,６３３ △３,６２０

営 業 経 費 ５ ４２,１７９ １,６９８ ４０,４８１

そ の 他 の 経 常 損 益 ６ △４,２６４ △４,２２９ △３５

 うち不良債権処理損失額 ７ ６,５９９ △４７ ６,６４６

  貸 出 金 償 却 ８ ５１０ △１,０４７ １,５５７

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ９ ５,６９７ １,０２５ ４,６７２

   一般貸倒引当金繰入額 １０ ３６５ ３７５ △１０

   個別貸倒引当金繰入額 １１ ５,３３１ ６４８ ４,６８３

  延 滞 債 権 売 却 損 １２ ３９２ △２４ ４１６ 

 う ち 株 式 等 関 係 損 益 １３ １０８ △３,３６４ ３,４７２

経 常 利 益 １４ １４,８２５ △１８５ １５,０１０

特 別 損 益 １５ △９６５ △１,２２９ ２６４

 う ち 貸 倒 引 当 金 取 崩 額 １６ １９ △２９１ ３１０

  一般貸倒引当金取崩額 １７ ０ ３７ △３７

  個別貸倒引当金取崩額 １８ １９ △３２９ ３４８

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １９ １３,８６０ △１,４１４ １５,２７４

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税 ２０ ６,２０８ ３,５１２ ２,６９６

法 人 税 等 調 整 額 ２１ △２６７ △３,４６８ ３,２０１

少 数 株 主 利 益 ２２ ７３２ △７０８ １,４４０

当 期 純 利 益 ２３ ７,１８６ △７５０ ７,９３６

与 信 関 連 費 用 （ ７ － １ ６） ２４ ６,５８０ ２４５ ６,３３５

注．連結粗利益 =(資金運用収益－資金調達費用)＋(役務取引等収益－役務取引等費用) 

                                ＋(その他業務収益－その他業務費用) 

 

（参考）                                      （単位 百万円） 

連 結 業 務 純 益 ２５ １８,８５９ ３,０９３ １５,７６６

注．連結業務純益 = 単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引 

 

（連結対象会社数）                                   （単位 社） 

連 結 子 会 社 数 ９ ０ ９

持 分 法 適 用 会 社 数 ０ ０ ０

 

３．業務純益 

【単体】                                      （単位 百万円） 

  
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比 
平成 19 年３月期 

（１）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １７,２６３ ４,３４５ １２,９１８ 

 職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） ７,１６６ １,６１３ ５,５５３ 

（２）業 務 純 益 １７,１１８ ４,０８８ １３,０３０ 

 職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） ７,１０５ １,５０４ ５,６０１ 

注．職員数は期中平均人員を使用しております。 

20 年３月期 ２,４０９人 19 年３月期 ２,３２６人 
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４．利鞘 

 

 

 

 

 【単体】                                    （単位 ％） 

 
  平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比
平成 19 年３月期 

資 金 運 用 利 回 ① １.９３ ０.２１ １.７２ 

 貸 出 金 利 回 ② １.９５ ０.１９ １.７６ 

 有 価 証 券 利 回  １.７５ ０.１７ １.５８ 

資 金 調 達 原 価 ③ １.６９ ０.１７ １.５２ 

 預 金 等 利 回 ④ ０.２９ ０.１６ ０.１３ 

 外 部 負 債 利 回  ２.８８ ０.４６ ２.４２ 

預 金 等 原 価 ⑤ １.５５ ０.１６ １.３９ 

 ( 預 金 ) 経 費 率  １.２６ ０.００ １.２６ 

預 貸 金 レ ー ト 差 ②－④ １.６６ ０.０３ １.６３ 

預 貸 金 利 鞘 ②－⑤ ０.４０ ０.０３ ０.３７ 

総 資 金 利 鞘 ①－③ ０.２４ ０.０４ ０.２０ 

 【単体】                                    （単位 ％） 

 
国内業務部門  平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比
平成 19 年３月期 

資 金 運 用 利 回 ① １.７４ ０.１９ １.５５ 

 貸 出 金 利 回 ② １.９５ ０.１９ １.７６ 

 有 価 証 券 利 回  １.３１ ０.１９ １.１２ 

資 金 調 達 原 価 ③ １.５３ ０.１５ １.３８ 

 預 金 等 利 回 ④ ０.２６ ０.１６ ０.１０ 

 外 部 負 債 利 回  ２.０６ ０.３４ １.７２ 

預 金 等 原 価 ⑤ １.５０ ０.１７ １.３３ 

 ( 預 金 ) 経 費 率  １.２３ ０.００ １.２３ 

預 貸 金 レ ー ト 差 ②－④ １.６９ ０.０３ １.６６ 

預 貸 金 利 鞘 ②－⑤ ０.４５ ０.０２ ０.４３ 

総 資 金 利 鞘 ①－③ ０.２１ ０.０４ ０.１７ 

 

５．有価証券関係損益 

 【単体】                                   （単位 百万円） 

  
平成 20 年３月期 

平成 19 年３月期比
平成 19 年３月期 

国債等債券損益( ５勘定尻) △１,０４４ ６４８ △１,６９２ 

 売 却 益 １,９４０ ２５０ １,６９０ 

 償 還 益 ― ― ― 

 売 却 損 ２,０８４ △１,２９１ ３,３７５ 

 償 還 損 ― △６ ６ 

 償 却 ９００ ９００ ― 

株 式 等 損 益 ( ３ 勘 定 尻 ) ８７ △３,３２９ ３,４１６ 

 売 却 益 ４,４５５ △９６ ４,５５１ 

 売 却 損 ７３９ △２２４ ９６３ 

 償 却 ３,６２７ ３,４５６ １７１ 

貸出金利回、有価証券利回の上昇により、資金運用利回は前期比0.21％上昇しました。一方、資金調達原価は、

0.17％上昇しました。その結果、総資金利鞘は前期比0.04％拡大し、0.24％となりました。 
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６．自己資本比率（国内基準） 

（１）【連結】                                    （単位  百万円） 

  
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 19 年３月末 

(１)自己資本比率 １０.２１％ △０.５０％ １０.７１％ 

うちＴｉｅｒⅠ比率 ７.１２％ △０.２４％ ７.３６％ 

(２)ＴｉｅｒⅠ １４７,９４９ ５,６９９ １４２,２５０ 

(３)ＴｉｅｒⅡ ６５,５８２ △４８６ ６６,０６８ 

(イ)うち自己資本に計上された土地

再評価差額金 
３,０２４ △１０ ３,０３４ 

(ロ)うち負債性資本調達 ５２,０００ ― ５２,０００ 

(４)控除項目 １,４５３ △３８ １,４９１ 

(５)自己資本 ２１２,０７８ ５,２５１ ２０６,８２７ 

(６)リスク・アセット ２,０７６,２９５ １４５,３７３ １,９３０,９２２ 

(７)総所要自己資本 ８３,０５１ ５,８１５ ７７,２３６ 
 
（２）【単体】                                   （単位  百万円） 

  
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 19 年３月末 

(１)自己資本比率 ９.９１％ △０．５０％ １０.４１％ 

うちＴｉｅｒⅠ比率 ６.８３％ △０.２６％ ７.０９％ 

(２)ＴｉｅｒⅠ １３６,５５１ ４,７８０ １３１,７７１ 

(３)ＴｉｅｒⅡ ６２,６５３ １３５ ６２,５１８ 

(イ)うち自己資本に計上された土地

再評価差額金 
３,０２４ △１０ ３,０３４ 

(ロ)うち負債性資本調達 ５２,０００ ― ５２,０００ 

(４)控除項目 １,０００ ― １,０００ 

(５)自己資本 １９８,２０５ ４,９１６ １９３,２８９ 

(６)リスク・アセット １,９９８,５０３ １４２,５５６ １,８５５,９４７ 

(７)総所要自己資本 ７９,９４０ ５,７０３ ７４,２３７ 
 
注１．自己資本比率は、金融庁告示第 19 号「銀行法第 14 条の２の規定に基づき銀行がその保有する資産等に照ら

し自己資本の充実が適当であるかどうかを判断するための基準」に基づき算出しております。 

 

 

７．ＲＯＥ 

 【単体】                               （単位  ％） 

    
平成 20 年３月期

平成 19 年３月期比
平成 19 年３月期 

  

業 務 純 益 ベ ー ス ９.５７ ２.６９ ６.８８   

当 期 純 利 益 ベ ー ス ３.８９ △０.１１ ４.００   

 

業務純益（または当期純利益） 
（注）  ＲＯＥ＝ 

(期首純資産の部合計＋期末純資産の部合計)÷２ 
× １００ 
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Ⅱ 貸出金等の状況 

 

 

 

１．リスク管理債権の状況 

   部分直接償却実施前・未収利息不計上基準（破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先の未収利息は不計上） 

（１）【単体】                                   （単位 百万円、％） 

   
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比
平成 1 9 年３月末 

破 綻 先 債 権 額 ８,３６６ １,８１１ ６,５５５

延 滞 債 権 額 ６２,５０８ ３４８ ６２,１６０

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ９０９ ５６９ ３４０

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ２６,１１３ △９８７ ２７,１００

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 ９７,８９７ １,７４０ ９６,１５７

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） ２,５４９,９５５ １３４,３２８ ２,４１５,６２７

破 綻 先 債 権 額 ０.３２ ０.０５ ０.２７

延 滞 債 権 額 ２.４５ △０.１２ ２.５７

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ０.０３ ０.０２ ０.０１

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 １.０２ △０.１０ １.１２

貸
出
金
残
高
比
率 合    計 ３.８３ △０.１５ ３.９８

（参考）部分直接償却は実施しておりませんが、実施した場合は下記のとおりであります。 （単位 百万円、％） 

   
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 1 9 年３月末 

破 綻 先 債 権 額 ２,４６８ ３８２ ２,０８６

延 滞 債 権 額 ５５,５２５ △１,１１４ ５６,６３９

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ９０９ ５６９ ３４０

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ２６,１１３ △９８７ ２７,１００

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 ８５,０１６ △１,１５０ ８６,１６６

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） ２,５３７,０７４ １３１,４３８ ２,４０５,６３６

破 綻 先 債 権 額 ０.０９ ０.０１ ０.０８

延 滞 債 権 額 ２.１８ △０.１７ ２.３５

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ０.０３ ０.０２ ０.０１

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 １.０２ △０.１０ １.１２

貸
出
金
残
高
比
率 合    計 ３.３５ △０.２３ ３.５８

（２）【連結】                                                                   （単位  百万円、％） 

 
  平成 2 0 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 1 9 年３月末 

破 綻 先 債 権 額 ８,４１４ １,８０８ ６,６０６

延 滞 債 権 額 ６２,７８５ ３６６ ６２,４１９

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ９２８ ５６８ ３６０

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 ２６,１１３ △９８７ ２７,１００

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 ９８,２４１ １,７５４ ９６,４８７

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） ２,５４３,７８８ １３４,５８６ ２,４０９,２０２

破 綻 先 債 権 額 ０.３３ ０.０６ ０.２７

延 滞 債 権 額 ２.４６ △０.１３ ２.５９

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ０.０３ ０.０２ ０.０１

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 １.０２ △０.１０ １.１２

貸
出
金
残
高
比
率 合    計 ３.８６ △０.１４ ４.００

銀行単体のリスク管理債権は、前期比17億円増加し、978億円となりました。リスク管理債権の貸出金残高に占

める比率は前期比0.15％低下し、3.83％となりました。 
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２．貸倒引当金の状況 

（１）【単体】                                   （単位 百万円、％） 

 
平成 2 0 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 1 9 年３月末 

貸 倒 引 当 金 ３５,９３２ △８９９ ３６,８３１

 一 般 貸 倒 引 当 金 ７,６２９ １４６ ７,４８３

 個 別 貸 倒 引 当 金 ２８,３０３ △１,０４４ ２９,３４７

 特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ― ― ―

特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 ― ― ―

債 権 売 却 損 失 引 当 金 ― ― ―

リスク管理債権に対する引当 率 ３６.７０ △１.６０ ３８.３０

注１．一般貸倒引当金は次のとおりに計上しております。 

正常先債権につきましては、過去の一定期間の貸倒実績率に基づいた予想損失率の１年分の予想損失額

を引当てております。 

要注意先債権につきましては、まず、要管理先債権とその他の要注意先債権を区分しております。その

他の要注意先債権につきましては、過去の一定期間の貸倒実績率に基づいた予想損失率の１年分の予想損

失額を引当てております。また、要管理先債権につきましては、担保・保証等により保全されていない部

分の貸倒実績率に基づいた予想損失率の３年分の予想損失額を引当てております。 

２．個別貸倒引当金は次のとおりに計上しております。 

① 破綻先（会社更生、民事再生、破産、特別清算及び手形交換所における取引停止処分等、法的・形式

的な経営破綻の事実が発生している債務者）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者）

につきましては、債権額から担保・保証による回収見込額を控除した残額を引当てております。 

② 破綻懸念先（現状経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務

者）につきましては、債権額から担保・保証による回収見込額を控除した残額のうち、債務者の支払能

力等を多角的に分析し今後３年間における予想損失額を引当てております。 

 

（２）【連結】                                                                   （単位  百万円、％） 

 
平成 2 0 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 1 9 年３月末 

貸 倒 引 当 金 ４２,２４０ △１,０５６ ４３,２９６

 一 般 貸 倒 引 当 金 １０,５５８ △４７５ １１,０３３

 個 別 貸 倒 引 当 金 ３１,６８１ △５８２ ３２,２６３

 特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ― ― ―

特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 ― ― ―

債 権 売 却 損 失 引 当 金 ― ― ―

リスク管理債権に対する引当 率 ４２.９９ △１.８８ ４４.８７

 

３．リスク管理債権に対するカバー率 

【単体】                                      （単位 百万円、％） 

 
 平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 1 9 年３月末 

リ ス ク 管 理 債 権 （ Ａ ） ９７,８９７ １,７４０ ９６,１５７

担 保 等 保 全 額 （ Ｂ ） ４９,２６６ １,５５８ ４７,７０８

貸 倒 引 当 金 （ Ｃ ） ３０,８７４ △１,３８０ ３２,２５４

    

引 当 率 （ Ｃ ÷ Ａ ） ３１.５３ △２.０１ ３３.５４

カバー率（（Ｂ＋Ｃ）÷Ａ） ８１.８６ △１.２９ ８３.１５
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４．金融再生法開示債権と保全状況【単体】 

（１）金融再生法開示債権                             （単位  百万円、％） 

  

 
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比
平成 19 年３月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ２４,７１１ ５,４７０ １９,２４１

危 険 債 権 ４７,０２１ △３,４４６ ５０,４６７

要 管 理 債 権 ２７,０２３ △４１７ ２７,４４０

小   計   (Ａ) ９８,７５５ １,６０６ ９７,１４９

正 常 債 権 ２,５１０,０４３ １２３,９５４ ２,３８６,０８９

債  権  合  計（Ｂ） ２,６０８,７９９ １２５,５６０ ２,４８３,２３９

債権合計に占める割合(Ａ÷Ｂ) ３.７８ △０.１３ ３.９１

 

（２）保全状況 

①金融再生法開示債権額に対する保全状況                    （単位  百万円、％） 

  

 
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比
平成 19 年３月末 

保     全     額 ( Ｃ ) ８０,９９９ ４３ ８０,９５６

 貸 倒 引 当 金 ３１,０６７ △１,６０４ ３２,６７１

 特 定 債 務 者 引 当 金 ― ― ―

 担 保 保 証 等 ４９,９３１ １,６４６ ４８,２８５

保   全    率 (Ｃ÷Ａ） ８２.０１ △１.３２ ８３.３３

注．貸倒引当金には、要管理債権に対する一般貸倒引当金を含めております。 

 

②金融再生法開示債権区分ごとの保全状況 

イ．平成 20 年３月末                                      （単位  百万円、％） 

 与 信 残 高
担保・保証に

よ る 保 全 額
引 当 額 保 全 額 保 全 率

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権
２４,７１１ ９,８０２ １４,９０８ ２４,７１１ １００.００

危 険 債 権 ４７,０２１ ２７,１０２ １３,１４６ ４０,２４８ ８５.５９

要 管 理 債 権 ２７,０２３ １３,０２７ ３,０１２ １６,０３９ ５９.３５

合     計 ９８,７５５ ４９,９３１ ３１,０６７ ８０,９９９ ８２.０１

 

ロ．平成 19 年３月末                                      （単位  百万円、％） 

 与 信 残 高
担保・保証に

よ る 保 全 額
引 当 額 保 全 額 保 全 率

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権
１９,２４１ ７,４７１ １１,７６９ １９,２４１ １００.００

危 険 債 権 ５０,４６７ ２７,４０９ １７,２３３ ４４,６４２ ８８.４５

要 管 理 債 権 ２７,４４０ １３,４０４ ３,６６８ １７,０７２ ６２.２１

合     計 ９７,１４９ ４８,２８５ ３２,６７１ ８０,９５６ ８３.３３
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５．不良債権の開示基準別の残高【単体】 

（１）平成 20 年３月期末 

                              （単位 億円） 

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法基準 リスク管理債権

分    類 区 分 
与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区 分 
与信残高

担保・保

証による

保 全 額
引当額 保全率 区 分 

貸出金
残 高

    

72 16 ― ― 
破 綻 先 

88 
<29> 

  (8) (59)

破綻先債権 83 
<24>

    

111 47 ― ― 

 
実 質 破 綻 先 

159 
<89>   (12) (70)

破 産 更 生
債 権 及 び
こ れ ら に
準ずる債権

247 
<118> 

98 149 100.0% 

    

246 156 68  

 
破 綻 懸 念 先 

470 
   (131)  

危 険 債 権
470 

271 131 85.5% 

延滞債権 625 
<555>

３カ月以上 
延滞債権 9 

要管理債権
(貸出金のみ)

270 
130 30 59.3% 

貸出条件
緩和債権 261 

要管理先 

374 
70 304 

  

小 計 
988 
<858> 

499 311 82.0% 合 計 978 
<850>

要 
 

注 
 

意 
 

先 

要管理先 

以外の要 

注 意 先 
3,694 

1,645 2,050 

  

正 常 先 
21,303 

21,303 

   
正 常 債 権

25,100 

合 計 
26,088 

〈25,959〉 
23,447 2,573 

68 
(151) 

― 
(129)

合 計 
26,088 

〈25,959〉

 
金融再生法基準に基づく不良債権比率 

3.7% 
総貸出に占めるリスク管理債権比率 

3.8% 
(参考) 
部分直接償却した場合の不良債権比率 

3.3% 
部分直接償却した場合のリスク管理債権比率

3.3% 
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（２）平成 19 年３月期末 

                                    （単位 億円） 

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法基準 リスク管理債権

分    類 区 分 
与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

区 分 
与信残高

担保・保

証による

保 全 額
引当額 保全率 区 分 

貸出金
残 高

    

54 18 ― ― 
破 綻 先 

72 
<26> 

  (5) (47)

破綻先債権 65 
<20>

    

78 42 ― ― 

 
実 質 破 綻 先 

120 
<64>   (10) (56)

破 産 更 生
債 権 及 び
こ れ ら に
準ずる債権

192 
<90> 

75 118 100.0% 

    

285 161 58  

 
破 綻 懸 念 先 

505 
   (172)  

危 険 債 権
505 

274 172 88.4% 

延滞債権 621 
<566>

３カ月以上 
延滞債権 3 

要管理債権
(貸出金のみ)

274 
134 37 62.2% 

貸出条件
緩和債権 271 

要管理先 

413 
88 325 

  

小 計 
971 
<869> 

483 327 83.3% 合 計 961 
<861>

要 
 

注 
 

意 
 

先 

要管理先 

以外の要 

注 意 先 
3,355 

1,760 1,595 

  

正 常 先 
20,367 

20,367 

   
正 常 債 権

23,861 

合 計 
24,832 

〈24,730〉 
22,633 2,141 

58 
(187) 

― 
(103)

合 計 
24,832 

〈24,730〉

 
金融再生法基準に基づく不良債権比率 

3.9% 
総貸出に占めるリスク管理債権比率 

3.9% 
(参考) 
部分直接償却した場合の不良債権比率 

3.5% 
部分直接償却した場合のリスク管理債権比率

3.5% 

 

（注）１．記載金額は自己査定結果（債務者区分別）、金融再生法基準については億円未満を四捨五入、リスク

管理債権については億円未満を切り捨てて表示しております。なお、比率については、小数点第２位以

下を切り捨てて表示しております。 

２．自己査定結果（債務者区分別）は、貸出金等与信関連債権を対象としております。金融再生法基準は、

貸出金等与信関連債権を対象としておりますが、要管理債権については貸出金のみを対象としておりま

す。また、リスク管理債権は、貸出金を対象としております。 

３．貸出金等与信関連債権には、貸出金、支払承諾見返、外国為替、銀行保証付私募債、貸出金に準ずる

仮払金及び未収利息を含めております。 

４．自己査定結果（債務者区分別）における(  )内は分類額に対する引当額であります。なお、破綻先・

実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済みであります。 

５．当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の与信額を<  >内に記載しております。 
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６．業種別貸出状況等 

（１）業種別貸出金【単体】 

（単位  百万円） 

   

  
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 19 年３月末 

国 内 店 分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
２,５４９,９５５ １３４,３２８ ２,４１５,６２７

 製 造 業 ４６９,６５２ １２,８９９ ４５６,７５３

 農 業 ５,１７９ １,３０４ ３,８７５

 林 業 ２,５１０ △５９ ２,５６９

 漁 業 ７９ ２３ ５６

 鉱 業 ４,４３４ △５２２ ４,９５６

 建 設 業 １３６,８８０ △１８,３５３ １５５,２３３

 電気・ガス・熱供給・水道業 １０,７２１ △７３４ １１,４５５

 情 報 通 信 業 １０,５７６ ４７０ １０,１０６

 運 輸 業 ５９,１１５ ４,７７６ ５４,３３９

 卸 売 ・ 小 売 業 ３６０,３８７ ３,２４１ ３５７,１４６

 金 融 ・ 保 険 業 ６６,８６８ ３,９９９ ６２,８６９

 不 動 産 業 ２４５,９０９ ３４,１１５ ２１１,７９４

 各 種 サ ー ビ ス 業 ２３９,２１７ １８,０９９ ２２１,１１８

 地 方 公 共 団 体 １１９,５４９ △３,９８７ １２３,５３６

 個 人 ８１８,８７２ ７９,０５６ ７３９,８１６

 そ の 他 ― ― ― 

合 計 ２,５４９,９５５ １３４,３２８ ２,４１５,６２７

 

（２）業種別リスク管理債権【単体】                          

（単位  百万円） 

   

  
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比 
平成 1 9 年３月末 

国 内 店 分 

（除く特別国際金融取引勘定） 
９７,８９７ １,７４０ ９６,１５７

 製 造 業 ２１,２３３ △１８３ ２１,４１６

 農 業 １,６１７ １,４７８ １３９

 林 業 ２８ △５ ３３

 漁 業 ０ △２ ２

 鉱 業 ５９５ △１３４ ７２９

 建 設 業 １１,９１４ △３,６２９ １５,５４３

 電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― 

 情 報 通 信 業 １,０８２ ５１７ ５６５

 運 輸 業 ３４９ △２１１ ５６０

 卸 売 ・ 小 売 業 ２０,９３２ １,５４８ １９,３８４

 金 融 ・ 保 険 業 ４４６ △７ ４５３

 不 動 産 業 １５,７３４ ２,０１２ １３,７２２

 各 種 サ ー ビ ス 業 １４,７６７ ９７ １４,６７０

 地 方 公 共 団 体 ― ― ― 

 個 人 ９,１９６ ２５９ ８,９３７

 そ の 他 ― ― ― 

合 計 ９７,８９７ １,７４０ ９６,１５７
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（３）消費者ローン残高【単体】                                                   （単位  百万円） 

   

  
平成 2 0 年３月末 

平成 19 年３月末比
平成 1 9 年３月末 

消 費 者 ロ ー ン 残 高 ８１４,７５５ ７７,９７２ ７３６,７８３

 う ち 住 宅 ロ ー ン 残 高 ７５９,９３６ ８２,７１１ ６７７,２２５

 う ち そ の 他 ロ ー ン 残 高 ５４,８１９ △４,７３９ ５９,５５８

 

（４）中小企業等貸出比率【単体】                                                （単位  百万円、％） 

   

  
平成 2 0 年３月末 

平成 19 年３月末比
平成 1 9 年３月末 

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 ８０.８９ △０.４５ ８１.３４

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高 ２,０６２,７４７ ９７,７８７ １,９６４,９６０

 

 

７．国別貸出状況等 

（１）特定海外債権残高【単体】 

該当ありません。 

 

（２）アジア向け貸出金【単体】 

該当ありません。 

 

（３）中南米主要国向け貸出金【単体】                    

該当ありません。 

 

（４）ロシア向け貸出金【単体】 

    該当ありません。 

 

 

８．預金・譲渡性預金、貸出金の残高【単体】                       

（単位 百万円） 

   

  
平成 20 年３月末 

平成 19 年３月末比
平成 19 年３月末 

預 金 ３,３０８,９２５ ７１,８７７ ３,２３７,０４８

 う ち 法  人  預  金 ７２３,６２１ △３４,７６７ ７５８,３８８

 う ち 個  人  預  金 ２,４４４,９７６ １０５,９９６ ２,３３８,９８０

譲 渡 性 預 金 ３１,９６２ ３,５８２ ２８,３８０

貸 出 金 ２,５４９,９５５ １３４,３２８ ２,４１５,６２７
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Ⅲ その他 

１．有価証券の評価損益 

（１）有価証券の評価基準 

 売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）  

 満期保有目的有価証券 償却原価法  

 その他有価証券 時価のあるもの 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

  時価のないもの 原価法又は償却原価法  

 子会社株式及び関連会社株式 原価法  

  （参考） 

 運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）  

 時価のあるもの 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

 

買入金銭債権中の

信託受益権 時価のないもの 原価法又は償却原価法  

 

（２）評価損益 

【連結】                                      （単位  百万円） 

   平 成 2 0 年 ３ 月 末 平 成 1 9 年 ３ 月 末 

   評価損益    評価損益   

    19 年 3 月比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満 期 保 有 目 的 78 44 81 2 34 63 28

 その他有価証券 37,832 △57,935 49,384 11,552 95,767 100,438 4,670

  株 式 37,102 △53,737 39,853 2,751 90,839 91,574 734

  債 券 6,678 7,441 7,673 995 △763 843 1,607

  そ の 他 △5,948 △11,639 1,857 7,806 5,691 8,020 2,328

 合 計 37,910 △57,892 49,465 11,555 95,802 100,502 4,699

  株 式 37,102 △53,737 39,853 2,751 90,839 91,574 734

  債 券 6,756 7,484 7,754 997 △728 907 1,636

  そ の 他 △5,948 △11,639 1,857 7,806 5,691 8,020 2,328

注１．「その他有価証券」については時価評価しておりますので、上記の表上は貸借対照表計上額と取得原価と

の差額を計上しております。 

２．平成 20 年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、23,384 百万円であります。 

 

【単体】                                      （単位  百万円） 

   平 成 2 0 年 ３ 月 末 平 成 1 9 年 ３ 月 末 

   評価損益    評価損益   

    19 年 3 月比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満 期 保 有 目 的 40 4 42 1 36 50 14

 その他有価証券 37,311 △57,370 48,863 11,552 94,681 99,349 4,668

  株 式 36,581 △53,172 39,332 2,751 89,753 90,485 732

  債 券 6,678 7,441 7,673 995 △763 843 1,607

  そ の 他 △5,948 △11,639 1,857 7,806 5,691 8,020 2,328

 合 計 37,352 △57,365 48,905 11,553 94,717 99,400 4,683

  株 式 36,581 △53,172 39,332 2,751 89,753 90,485 732

  債 券 6,719 7,446 7,715 996 △727 894 1,622

  そ の 他 △5,948 △11,639 1,857 7,806 5,691 8,020 2,328

注１．「その他有価証券」については時価評価しておりますので、上記の表上は貸借対照表計上額と取得原価と

の差額を計上しております。 

２．平成20年３月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、23,324百万円であります。
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２．退職給付債務に関する事項 

（１）退職給付債務残高 

【単体】                                                                            (単位  百万円) 

  平成20年３月期 平成19年３月期 

退職給付債務 （A） △３１,３９１ △３０,８８５ 

年金資産 （B）    ２６,０７５    ３２,１２３ 

未積立退職給付債務 （C）＝ （A）＋（B） △５,３１６ １,２３８ 

会計基準変更時差異の未処理額 （D） ―  ―  

未認識数理計算上の差異 （E） ５,６２６ △１,０５９ 

未認識過去勤務債務 （F）      △２５２      △５０４ 

貸借対照表計上額純額 
（G）＝（C）＋（D）

＋（E）＋（F）
５７ △３２６ 

前払年金費用 （H）      ４,９０４      ４,５０６ 

退職給付引当金 （G）－（H）    △４,８４７    △４,８３３ 

  【連結】                                                        （単位 百万円） 

  平成20年３月期 平成19年３月期 

退職給付債務 （A） △３１,８６８ △３１,３２０ 

年金資産 （B）    ２６,４３７    ３２,４８４ 

未積立退職給付債務 （C）＝ （A）＋（B） △５,４３０ １,１６３ 

会計基準変更時差異の未処理額 （D） ―  ―  

未認識数理計算上の差異 （E） ５,６２６ △１,０５９ 

未認識過去勤務債務 （F）    △２５２    △５０４ 

連結貸借対照表計上額純額 
（G）＝（C）＋（D）

＋（E）＋（F）
△５６ △４００ 

前払年金費用 （H）      ４,９０４      ４,５０６ 

退職給付引当金 （G）－（H）    △４,９６１    △４,９０７ 

 

（２）退職給付費用 

【単体】                                            （単位 百万円） 

 平成20年３月期 平成19年３月期 

勤務費用 １,０４７ ９９９ 

利息費用 ６１７ ６１０ 

期待運用収益 △９７９ △９４７ 

過去勤務債務の費用処理額 △２５２ △２５２ 

数理計算上の差異の費用処理額 ８２ １８０ 

会計基準変更時差異の費用処理額 ―  ―  

その他（臨時に支払った割増退職金等）        １０        １０ 

退職給付費用      ５２５      ６０１ 

  【連結】                                                                 （単位 百万円） 

 平成20年３月期 平成19年３月期 

勤務費用 １,１３５ １,０６３ 

利息費用 ６１７ ６１０ 

期待運用収益 △９７９ △９４７ 

過去勤務債務の費用処理額 △２５２ △２５２ 

数理計算上の差異の費用処理額 ８２ １８０ 

会計基準変更時差異の費用処理額 ―  ―  

その他（臨時に支払った割増退職金等）        １０        １０ 

退職給付費用    ６１４    ６６４ 
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３．平成 21 年３月期業績予想 

（１）単体 

（単位  百万円） 

平成 21 年３月期 平成 20 年３月期 
 

通 期 ( Ａ ) 中 間 期 通期（Ｂ） 中 間 期 
(Ａ)－(Ｂ) 

経 常 収 益 ８８,２００ ４３,７００ ９１,５６９ ４７,１７０ △３,３６９

経 常 利 益 １９,９００ ９,４００ １３,０８３ １０,２００ ６,８１７

当期（中間）純利益 １２,１００ ５,８００ ６,９５４ ５,６１５ ５,１４６

業 務 純 益 ２０,７００ １０,０００ １７,１１８ ９,７０２ ３,５８２

業 務 純 益 

（一般貸倒引当金繰入前） 
２２,１００ １１,３００ １７,２６３ ９,５０７ ４,８３７

与 信 関 連 費 用 

（除く一般貸倒引当金繰入額） 
２,４００ １,２００ ４,５４４ ３,１１９ △２,１４４

与 信 関 連 費 用 

（含む一般貸倒引当金繰入額） 
３,８００ ２,５００ ４,６９０ ２,９２３ △８９０

・経常収益は、有価証券市場の動向を踏まえ減少を見込んでおり、前期比 33 億円減少の 882 億円と予想してお

ります。 

・業務純益は、前期比 35 億円増加の 207 億円と予想しております。 

・経常利益、当期純利益はそれぞれ前期比 68 億円、51 億円増加して、それぞれ 199 億円、121 億円と予想して

おります。 

 

（２）連結 

（単位  百万円） 

平成 21 年３月期 平成 20 年３月期 
 

通 期 ( Ａ ) 中 間 期 通期（Ｂ） 中 間 期 
(Ａ)－(Ｂ) 

経 常 収 益 １１６,１００ ５７,２００ １２３,３８４ ６２,９９５ △７,２８４

経 常 利 益 ２１,９００ １０,８００ １４,８２５ １０,９４５ ７,０７５

当期（中間）純利益 １２,３００ ５,９００ ７,１８６ ５,７３２ ５,１１４

・連結ベースでの平成 21 年３月通期業績予想は、連結決算の大部分を占める当行の平成 21 年３月通期業績予

想を受けて上記のように予想しております。 

 

 

 

 

  

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値とは異なる可能性があります。 


